
【 番号 】　

（１－１－１）

【 令和６年度の取組予定 】

○情報発信ツールに関する調査やアクセス分析等を参考に、対象となる消費者層に応じた広報媒体
を選択し、情報発信の時期や伝達方法を工夫するなど、より効果的な情報発信を実施していく。
○消費生活相談チャットボットの運用に加え、「東京くらしWEB」訪問者に、サイト内でより多くの情報
に触れ、関心を高めてもらえるページ作りを行う。

くらしに関わる情報サイト「東京くらしWEB」で、消費者被害情報・危害危険情報等による注意喚起や
アドバイス、困ったときに頼りになる相談FAQ、楽しく学べる動画やクイズ形式の教材などにより、総合
的かつ時勢を捉えた有用な消費生活関連情報を簡潔で伝わりやすい表現等を工夫し提供すると共
に、関心のあるテーマを探しやすく、かつ興味の深掘りや展開を促すための充実を図っていく。消費
生活トラブルに関する情報（相談FAQ)は、併せて外国語（英・中・韓）での情報提供を行う。
　これらの情報は、SNS（消費生活行政ツイッター、フェイスブック）等も活用し、「伝わる」情報発信とな
るよう、読みやすく消費者の関心を引き寄せる表現等を工夫しながら、効果的に発信する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

○ホームページ「東京くらしWEB」で、注意喚起や教材等の有用な消費生活情報を、動画やイラスト
等も用いるなどして効果的かつ迅速に発信するとともに、連動してSNS（X（旧Twitter）「東京都くらし・
住まい」等、Facebook「東京都消費生活」）で拡散し、より多くの消費者に向け、伝わる情報発信を実
践した。
〇「東京くらしWEB」にAI翻訳を導入し、掲載コンテンツの15カ国語での情報提供を開始した。
○大学・専門学校に向けて、学生への注意喚起情報をメールマガジンにより配信した。（計８回）
○成年年齢引下げを踏まえ、全都立学校教員及び希望のあった私立学校に向けて、高校生や高校
卒業後に有用な注意喚起情報などの消費生活情報をメールマガジンにより配信した。（計8回）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○ホームページ、ＳＮＳ、印刷物など多様な媒体を用いることや、注意喚起やイベントなどに合わせ、
効果的なタイミングで情報発信を行うことを通じて、都民の消費者被害の未然防止、拡大防止に寄与
した。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

ホームページ「東京くらしＷＥＢ」等による消費生活情報の総合的な提供



【 番号 】　

（１－１－２）

　最新の被害事例や注意点など、消費生活に関わる様々な話題についてわかりやすく情報提供し、
都民の消費者意識の高揚と主体的・合理的な消費行動の促進を図る。
　情報提供に当たっては、「東京くらしWEB」を基本としながら、世代により情報収集する媒体が異なる
ことを踏まえ、高齢者に対しては「東京くらしねっと」等の紙媒体、若者にはSNS等の電子媒体を活用
するなど、対象を明確にした上で重層的な情報発信を行い、効果的な広報展開を目指す。なお、視
覚障害者向けに「東京くらしねっと」のCD版を作成するなど、消費者の多様性に配慮した情報発信に
も取り組む。

○消費生活情報紙「東京くらしねっと」を主に高齢者（成人一般を含む）を対象として発行
・隔月（奇数月）１日　8万部発行　フルカラー　８ページ(年６回予定)
・区市町村施設、図書館、駅、病院、チェーンストア、高齢者関係施設等に広く配布
・学識経験者、消費者団体、読者から公募して採用した読者委員の外部委員で構成する「編集企画
会議」を開催の上、紙面内容を検討して作成
・音声読み上げに対応したＷＥＢ版を作成し、東京くらしＷＥＢに掲載
・東京くらしねっとＣＤ版を発行し、視覚障害者に無料で配布（年６回予定）
○主に若者（成人一般を含む）に向けた情報提供として、東京くらしＷＥＢに「サッと読める　ちょっとお
耳に入れたい話」を掲載。また、スマートフォンから情報を収集する若者に向けて、インターネット広告
を実施予定（２月～３月）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

ライフステージに応じた消費生活情報の提供

【 施策の概要 】

〇高齢者に対しては、東京くらしねっとを中心に情報提供を行った。「今月の話題」で時期に応じたタ
イムリーな話題を扱うほか、「相談の窓口から」では相談事例に基づく消費者被害の解説を、「安全シ
グナル」では製品等の危害･危険情報をそれぞれ提供して注意喚起を行うほか、講座等のお知らせな
ど消費者の暮らしに役立つ情報を届ける工夫を行った。
〇若者に対しては、若者の情報収集行動に合わせ、スマートフォンから閲覧しやすい記事づくりに取
り組んだ。

○消費生活情報紙「東京くらしねっと」を主に高齢者（成人一般を含む）を対象として発行
・学識経験者、消費者団体、公募して採用した読者委員の外部委員とともに「編集企画会議」を開催
の上、掲載記事テーマを検討して作成
・音声の読み上げに対応した東京くらしねっとWEB版を作成し、東京くらしWEBに掲載
・視覚障害者向けに東京くらしねっとCD版を発行（年６回）
○主に若者（成人一般を含む）に向けた情報提供のため、東京くらしWEBに消費生活に関連した情
報を掲載し、SNS等を活用した情報発信を実施

【 令和６年度の取組予定 】



【 番号 】　

（１－１－３）

○高齢者の消費者被害の未然・拡大防止や早期発見に向け、高齢者本人はもとより、高齢者を周囲
で見守る人々も対象として効果的な啓発を図った。リーフレットはイラスト等を活用してわかりやすく記
載するとともに、文字を大きくするなど、高齢者の特性に配慮しながら作成した。
○若者参加型事業ではCMシナリオ及び動画の公募を行うことで、若者が自分事として消費者トラブル
を捉える契機とすることができた。また、消費者教育コーディネーター制度との事業間連携によりる学
校との連携や、社会教育施設やNPOへのアプローチ、動画化した受賞作品のSNS配信、消費者啓発
フォーラムの開催等プロモーションの実施などにより、広く啓発を図ることができた。
○多様な主体と連携し、広く啓発を図ることができた。

○高齢者悪質商法被害防止キャンペーン（9月：関東甲信越ブロック共同キャンペーン）
○若者向け悪質商法被害防止キャンペーン（1～3月：関東甲信越ブロック共同キャンペーン）
○成年年齢引下げを踏まえた消費者被害防止のための若者参加型事業
・消費者トラブルをテーマに、若者からCMシナリオ及び動画を公募
・動画化した受賞作品のSNS配信、消費者啓発フォーラムの開催等プロモーションの実施
○事業者団体・関係機関等と連携した啓発

【 令和６年度の取組予定 】

　消費者被害が深刻な高齢者と若者に対象を絞ったキャンペーンや、事業者団体・関係機関など多
様な主体との連携事業など、様々な啓発活動を実施する。
　実施に当たっては、都の広報媒体を始め、ポスター、交通広告、SNSなど対象に合わせた媒体の活
用や多様な主体との連携により広く周知を図る。対象に「伝わる」情報発信・注意喚起となるよう、提供
手法や内容・コンテンツの充実を図ることにより事業への認知を高めながら、効果的な啓発を行う。

近隣自治体と合同の広報キャンペーンや若者参加型事業の実施などにより、多様な消費者への啓発
を行っている。
○若者向け悪質商法被害防止キャンペーン（１月～３月予定）
   テーマ　『「この話、いいかも！」と思ったあなた、いいカモです。』
・高校・大学・ネットカフェ等でのポスター掲示・リーフレット配布、啓発動画の作成・配信、交通広告、
SNS等を活用した広告、街頭ビジョン等（１～３月予定）
・特別相談「若者のトラブル１１０番」（３月11日・12日予定）
○高齢者悪質商法被害防止キャンペーン（９月）
　 テーマ　『高齢者の悪質商法被害　ひとりひとりがきをつけナイト　街のみんなでみまもらナイト 』
・高齢者関連施設・医療機関等でのポスター掲示・区市町村でのリーフレット等の配布、交通広告
・高齢者被害特別相談（９月11日～13日）
○成年年齢引下げを踏まえた消費者被害防止のための若者参加型事業
・消費者トラブルをテーマに、中学生以上29歳以下の若者からCMシナリオ及び動画を公募
・動画化した受賞作品のSNS配信、消費者啓発フォーラムの開催等プロモーションの実施
○事業者団体・関係機関等と連携した啓発

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

効果的な情報発信による消費者被害防止啓発

【 施策の概要 】



【 番号 】　

（１－１－４）

【 令和６年度の取組予定 】

〇各自治体が主催する防犯講習等に講師を派遣し、手口の解説や対策の説明に加え、受講者に特
殊詐欺の犯行手口を模した電話や、SMS（ｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ）を受信させ、特殊詐欺被害に遭う危
険性を体感してもらう体験会を実施する。
〇特殊詐欺の手口や防犯対策などについて分かりやすく説明するため、特殊詐欺被害防止公演（寸
劇）を実施する。
〇特殊詐欺の最新の手口や対策等を記載した被害防止リ―フレットを作成し、各区市町村、警察署
を通じて、都内在住の高齢者に配布する。

　都内における令和３年の特殊詐欺の被害状況は、認知件数が3,319件、被害額は約66億2,000万円
で、令和２年と比較して増加しており、予断を許さない状況である。これら特殊詐欺被害防止のため、
都は、主に高齢者に対して、特殊詐欺の被害に遭う危険性を啓発するため、希望者に特殊詐欺の犯
行手口を模した電話やSMSを受信させる特殊詐欺被害防止に向けた体験型啓発事業を実施する。ま
た、警視庁、区市町村と連携し、各地において特殊詐欺被害防止公演などの広報啓発活動を実施し
ている。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇自治体が主催する防犯講習等に講師を派遣し、受講者に特殊詐欺の犯行手口を模した電話や、
SMS（ｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ）を受信させ、特殊詐欺被害に遭う危険性を体感してもらうとともに、特殊詐
欺の手口の解説や対策の説明等を行う体験会を25回実施する。(11月末現在、23回実施）
〇特殊詐欺の手口や防犯対策などについて分かりやすく説明するため、特殊詐欺被害防止公演（寸
劇）を80回実施する。（11月末現在、56回実施）
〇特殊詐欺の最新の手口や対策等を記載した被害防止リ―フレットを100,000部作成し、各区市町
村、警察署を通じて、都内在住の高齢者に配布する。（年末年始にかけ関係機関に配布予定）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

〇体験会は、特殊詐欺の犯行手口を模した電話やSMSを体験してもらい、併せて被害防止のポイント
を説明することにより効果的な被害防止対策となっている。
〇特殊被害防止公演は、プロの劇団員が特殊詐欺の現状や特徴等について、非常にわかりやすく演
じることで被害防止対策の浸透を図ることができている。
〇被害防止リーフレットを10万部を作成し配布することで、最新の手口や対策の周知啓発を図ること
ができている。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

高齢者を狙った特殊詐欺被害防止



【 番号 】　

（１－１－９）

【 令和６年度の取組予定 】

　インターネットによるアンケート調査により、ヒヤリ・ハット体験事例を収集・分析するヒヤリ・ハット調査
を実施する。調査結果を基に、ヒヤリ・ハットレポートを作成・配布し、都民への注意喚起に取り組むと
ともに、関係機関及び事業者へ調査結果を情報提供し、被害の未然・拡大防止を図る。
　また、必要に応じて商品テストや安全性に係る調査のテーマとして取り上げ、調査・分析を行い、商
品事故等の危害・危険防止対策につなげていく。

平成26年に公表された国民生活センター実施の国民生活動向調査によると、購入した商品や利用し
たサービスについて不満を感じたことがある、又は経済的・身体的な被害を受けたことがあると答えた
人のうち、消費生活センターなど行政の相談窓口に相談したのは2.8％となっている。危害・危険情報
は顕在化しにくく、身近に潜む危険を知らせるヒヤリ・ハット情報は、家庭や社会の片隅に埋没してし
まっている。
　商品による身近な危害を未然に防止するためには、埋没しているヒヤリ・ハット情報の掘り起こしによ
る、危害・危険情報の把握が不可欠である。
　そのため、ヒヤリ・ハット情報を含めた事故情報を、インターネットアンケート調査により収集・分析し、
必要に応じて商品テスト等の調査を実施し、都民に情報を提供していく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇令和４年度に実施したヒヤリ・ハット調査「公園等で使用するスポーツ用品（車輪のあるもの）による
子供の危険」の調査結果を取りまとめたヒヤリ・ハットレポートを作成・配布（50,000部を予定）し、都民
への注意喚起に取り組むとともに、関係機関及び事業者へ調査結果を情報提供し、被害の未然・拡
大防止を図る。
〇必要に応じて商品テストや安全性に係る調査のテーマとして取り上げ、調査・分析を行い、商品事
故等の危害・危険防止対策につなげていく。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　公園等で使用するスポーツ用品（車輪のあるもの）による子供の危険について、イラスト等を多用した
分かりやすい事故防止ガイドを作成し、保育所、幼稚園、保健所、子育て広場等への配布を通じて、
多くの保護者に普及啓発することができる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

ヒヤリ・ハット調査を基礎とした潜在危険の情報提供



【 番号 】　

（１－１－１０）

【 令和６年度の取組予定 】

〇東京消防庁防災館との連携や、子育て世代が集まるイベント等への出展を行うとともに、区市町村
と連携し、消費生活展等での模型・パネル等の展示を行う。
〇ネット世代へ情報提供する手段として、事故事例と事故防止メッセージを加えた動画を作成し、
YouTubeや東京くらしWEBへ掲載したり、商品等安全対策協議会の提言に基づいて作成したリーフ
レットを配布する等、普及啓発の取組をあらゆる方面から行っていく。
〇プラットフォーム「Safe Kids」の認知度を高めるために、イベントで周知活動を行うなど、消費者に浸
透を図る。

　次代を担う子供の安全対策のため、商品･サービスに関する危害・危険について、子供が集まる各
種イベントのほか、社会科見学や家族連れの来訪者の多い東京消防庁防災館において、日常にお
ける事故をわかりやすく伝達するなど普及啓発を実施するとともに、幼稚園や保育所等を通して保護
者にチラシを配布したり、ネットへ情報を掲載するなど、必要な情報を必要としている消費者に届け
る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇東京消防庁防災館と連携し、防災館で実施されたイベントに出展（５月）するとともに、子供の事故
防止に関するパネルや子供の衣類等の常設展示を行った。また、10月に開催された消費生活につい
て楽しく学べるイベントに出展するとともに、区市町村と連携し、消費生活展等での模型・パネル等の
貸出しを行った。
〇ネット世代へ情報提供する手段として、事故事例と事故防止メッセージを加えた動画を作成し、
YouTubeや東京くらしWEBへ掲載したり、商品等安全対策協議会の提言に基づいて作成したリーフ
レットを配布する等、普及啓発の取組をあらゆる方面から行った。
〇プラットフォーム「Safe Kids」の認知度を高めるために、イベントでノベルティグッズの配布などを行
い、消費者に浸透を図った。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　子供の身の回りの危険について、模型やパネル、動画等を使用して視覚的に分かりやすく伝えるこ
とができた。また、子供の安全対策に関心の高い方はもとより、イベントを目に留めた方や、親子連れ、
地域の方々等にもノベルティグッズの配布等により、効果的に普及啓発することができた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

子供の事故防止に向けた情報発信･普及啓発



【 番号 】　

（１－１－１１）

【 令和６年度の取組予定 】

ホームページ上に、更新後の事故防止学習ソフトや事故防止教育ハンドブック及び幼児の視界を体
験できる印刷物「東京都版チャイルドビジョン」を掲載し、情報提供を行う。

保護者など周りの大人が子供の年齢や成長段階に応じた特性・行動を知ることにより、事故防止のた
めの適切な行動を取れるよう、学習ソフト、ハンドブック等による啓発のほか、ホームページでの情報
提供等を実施する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・乳幼児期の事故防止学習ソフトにて啓発する事故事例の充実等、内容に関する更新を行っている。
・ホームページ上に、事故防止教育ハンドブック及び幼児の視界を体験できる印刷物「東京都版チャ
イルドビジョン」を掲載し、啓発や情報提供等を実施する。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

保護者など周りの大人が子供の年齢や成長段階に応じた特性・行動を知ることにより、事故防止のた
めの適切な行動を取る一助となった。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

（１）被害防止のための注意喚起・情報発信

【施策名】

乳幼児の事故防止に向けた啓発



【 番号 】　

（１－２－３）

○身近な事業者等から手渡しでリーフレットを届けることにより、印象に残る注意喚起を行うことができ
た。
〇出前講座の実施により、深刻化する高齢者被害の早期発見を図り、高齢者はもとより、家族や介護
事業者等高齢者を取り巻く人々に注意喚起することができた。
実施後の感想では、「見守りのポイントだけでなく、自分自身にも役立つ内容で大変勉強になった」、
「消費者トラブルのわかりやすい事例と注意点を示してもらい良かった」、「ケアマネジャーだけで問題
を抱えず、今後は、消費者センターへ相談していきたい」等の意見が寄せられている。

【 令和６年度の取組予定 】

〇自宅まで商品やサービスを届ける宅配事業者等と連携し、高齢者世帯等に悪質商法被害に関す
るリーフレットを届け、注意喚起を実施（９月～12月。都内全域で約16万部配布）
〇ホームヘルパー、ケアマネジャーなどの介護事業者や民生委員・児童委員、町会・自治会や老人
会、高齢者見守りネットワークのメンバー、配送事業者など、高齢者を見守る立場の人を対象に、被
害の早期発見、悪質商法の特徴、見守りのポイント、被害発見時の対応等についての出前講座を引
き続き実施する。

（２）見守りによる消費者被害の防止と早期発見

〇自宅まで商品やサービスを届ける宅配事業者等と連携し、高齢者世帯等に悪質商法被害に関す
るリーフレットを届け、注意喚起を実施（９月～12月。都内全域で約16万部配布）
〇ホームヘルパー、ケアマネジャーなどの介護事業者や民生委員・児童委員、町会・自治会や老人
会、高齢者見守りネットワークのメンバー、配送事業者など、高齢者を見守る立場の人を対象に、被
害の早期発見、悪質商法の特徴、見守りのポイント、被害発見時の対応等についての出前講座を実
施(91回、1,785人）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策１　消費者被害の未然防止と拡大防止

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

【施策名】

高齢者等の消費者被害を防止するための見守り人材の育成及び民間事
業者との連携

【 施策の概要 】

　高齢者の身近にいる家族やケアマネジャー、民生委員・児童委員など高齢者を見守る人々を対象
に、被害の早期発見、悪質商法の特徴、見守りのポイント、被害発見時の対応などをテーマとした出
前講座を実施する。実施に当たっては、デジタル化やキャッシュレス化の進展など、社会の変化に即
した新たな被害事例・手口への対応方法も盛り込む。
　また、宅配業務等で高齢者世帯を訪問する事業者と協定を締結し、事業者が訪問時に高齢者本
人や家族などに直接声かけしながら注意喚起リーフレットを直接手渡しする「悪質商法注意喚起プロ
ジェクト」を実施する。実施に当たっては、高齢者のライフスタイルに身近な事業者の新規開拓など、
事業の拡充を検討しながら、引続き事業者と連携した効果的な啓発を実施する。



【 番号 】　

（４－１－１）

【 令和６年度の取組予定 】

・都における消費者教育を総合的、効果的に推進していくため、協議会を開催し、意見交換等を行
う。
また、構成員間の意見交換等を通じて、消費者教育に関する情報収集を行う。
・消費生活部門と学校教育部門が連携し、消費者教育の充実を図るため、消費者教育推進庁内連絡
会議を開催する。

　消費者団体、事業者団体、教育関係者など、消費者教育に関係する構成員で組織する消費者教
育推進協議会を、消費者教育推進法に基づき設置し、消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な
推進に関して、情報交換及び調整を行う。
　また、構成員間の意見交換等を通じて、消費者教育に関する情報収集を行う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

○東京都消費者教育推進協議会を開催し、情報・意見交換を実施
○消費者教育推進庁内連絡会議を設置し、情報共有や調整を行う。
〇特に令和５年度は、成年年齢引下げ後の取り組み状況について情報共有し、対応について検討す
るとともに、消費者教育の一層の充実を図る。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

・東京都消費生活基本計画に基づく消費者教育の推進については、毎年度、協議会に事業実績を
報告することとしており、取組が効果的に実施されているかといった評価の視点を含め、協議会での
意見を次年度以降の施策・事業の実施につなげている。また、各構成員や所属団体の消費者教育に
関する取組状況を相互に共有することにより、都内における消費者教育推進の機運醸成を図ってい
る。
・消費者教育推進庁内連絡会議を開催することにより、消費生活部門と学校教育部門の担当者間で
顔の見える関係を構築することができ、学校等における若年層への消費者教育の充実を図ることに繋
がった。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（１）成年年齢引き下げに対応した消費者教育の強化

【施策名】

消費者教育推進協議会の運営



【 番号 】　

（４－１－２）

【 令和６年度の取組予定 】

　 各学校における消費者教育の更なる充実に向け、次の内容に取り組む。
　  ・公民科や家庭科において、消費生活に関する正しい知識を習得し、適切に行動する実践力
　　　を身に付ける授業の実施
  　・研修会等の実施
  　・生徒向けのリーフレットの配布（デジタル）
　  ・東京都消費生活総合センターとの連携による、消費者教育講座の紹介、視聴覚教材の活用
　　　に向けた情報提供
　  ・生活文化スポーツ局配信の消費生活メールマガジンの周知

東京都内における29歳までの若者の相談件数は、相談件数全体の約１割程度で推移し、中でも、
キャッチセールス、アポイントメントセールスに関する相談件数は、20代が常に高い割合を占めてい
る。また、20代までの若者の多重債務に関する相談が700件前後寄せられている。とりわけ、社会経験
の乏しい若者を狙った悪質商法や、多額の負債を抱えて困難に直面する多重債務が深刻な社会問
題となっている。
　成年年齢が満18歳に引き下げられ、高校生であっても、様々な契約の主体となれることから、生徒自
身が自ら考え自己表現を図るとともに、積極的に社会に参画する主体として自立することや、他者と協
働してより良い社会を形成する資質・能力を育成することが一層重要になる。また、成年年齢引き下げ
により懸念されている消費者被害の未然防止の観点から、消費者教育を充実させる必要もある。
　そのため、家庭科や公民科等の教科をはじめとする教育活動全体を通じて、消費者教育の充実を
図り、消費者の権利と責任を踏まえ自立した消費行動をとることができる、社会の形成者として必要な
資質・能力を育成する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　令和５年度は、高校生の消費者被害の現状や未然防止のための取組事例等を周知する「成年年齢
引き下げに伴う諸課題に関する指導の充実に向けた研修会」を10月に開催した。また、全ての都立高
校等での教材等の活用状況や生徒からの相談状況を把握し、各学校からの相談に対して適切に指
導助言するとともに、関係機関の紹介を行い学校を支援した。
　さらに、生活文化スポーツ局等と連携し、校長連絡会及び副校長連絡会等において、東京都消費
生活総合センター主催の「教員のための消費者教育講座」や、消費生活メールマガジンの配信、高校
生向けの視聴覚教材等の活用について情報提供を行った。
　その他、「消費者教育コーディネーター」と連携し、研修会等において情報発信を行い、消費者教育
の一層の充実を図った。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　　「成年年齢引き下げに伴う諸課題に関する指導の充実に向けた研修会」では、弁護士を招へい
し、若年者に多い消費者トラブルと救済に関する講演を実施するとともに、学校における取組事例を
紹介することで、消費者教育の推進について、教員の理解を促すことができた。また、東京都消費生
活総合センターから、高校生による相談や消費者教育コーディネーターによる出前講座及び教材の
活用について周知することで、消費者教育の充実を図った。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

高等学校における消費者教育の推進



【 番号 】　

（４－１－３）

【 令和６年度の取組予定 】

・小・中学校における消費者教育の充実に向けて、東京都及び東京都教育委員会の消費者教育に
関わる主な事業や区市町村教育委員会の取組等について、区市町村教育委員会を対象に、年３回
程度情報提供を行う。
・消費者教育フェスタ等の開催についての周知を行う。

現在、小・中学校においては、児童・生徒が消費者としての当事者意識を持てるよう計画的に指導を
行うことが重要となっている。そのため、区市町村教育委員会を対象とした消費者教育・環境教育推
進委員会を、義務教育指導課事業説明会として年間３回開催する。この推進委員会において、東京
都教育委員会の消費者教育に関わる事業の情報提供や、東京都消費生活総合センター等関係機関
との情報交換などを行い、「契約」等消費者としての基礎的知識を習得させることを通して、小・中学校
における消費者教育を推進する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

○東京都消費生活総合センターにおける以下の学校向け消費者教育事業について、区市町村教育
委員会の指導主事等へ直接説明（４月）
　・教員のための消費者教育講座　　　　・教員向け消費者教育情報提供誌「わたしは消費者」
　・学校向け出前講座　　　　　　　　　　　・出前寄席
　・消費者教育ＤＶＤ　　　　　　　　　　　　・Ｗｅｂ版消費者教育読本
　・消費者教育コーディネーターの活用
○東京都消費生活総合センター作成の消費者教育教材等の活用についての周知（8月）
○文部科学省（７月）「消費者教育アドバイザー」派遣事業及び消費者教育コーディネーターの窓口
について（周知）（９月）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

東京都消費生活総合センターと連携し、学校向け消費者教育事業について、区市町村教育委員会
を通じて各小・中学校へ適宜周知を行ったことにより、小・中学校における消費者教育の推進を図っ
た。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

小・中学校における消費者教育の推進



【 番号 】　

（４－１－４）

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

（１）成年年齢引き下げに対応した消費者教育の強化

【施策名】

消費者教育に携わる教員への支援

【 施策の概要 】

　主体的な消費行動ができる消費者を育成するためには、小・中・高等学校において、学習指導要領に基づ
き児童生徒の発達段階に応じた消費者教育を行うことが重要である。学校での消費者教育の取組が進む中
で、さらなる定着を図るため、教育庁等と連携し、実際に消費者教育に関する授業や生徒指導を行う教員を
支援する必要がある。
　ついては、学校における消費者教育に必要な知識を提供するため、小・中・高等学校、特別支援学校の教
職員を対象とした「消費者問題教員講座」を実施する。実施に当たっては、社会情勢を踏まえた最新の消費
者問題を取り上げるほか、オンラインツール等を活用しながら教員の負担軽減と利便性向上を図るなど、内
容の充実と環境整備に取り組む。
　また、消費生活上の新たな課題や実践的な消費者教育に関する情報を提供するため、教員向け消費者教
育情報提供誌「わたしは消費者」を発行して教育機関に配布するとともに、「東京くらしWEB」にWEB版を掲
載することに加え、教員向けメールマガジンを活用する等、広く情報提供を図る。
　さらに、学校教育と消費者教育をつなぐ消費者教育コーディネーターが教員や学校から消費者教育に関
する要望や相談を受け、消費者教育教材や出前講座等の実践的な消費者教育に資するコンテンツを提案
するなど、教育活動に必要な調整を行っていく。

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

○教員講座（受講者数延べ1,072人）
  ・講義10回、実験3回×２を会場及びオンライン配信で実施
　・「成年年齢引下げ」「エシカル消費」などタイムリーなテーマを設定し、また、最近の消費者問題の事例紹
介や消費者教育教材の解説など、授業に役立つ具体的な内容や手法を取り入れて実施
　・教育庁の協力を得て、区市町村指導主事連絡会等での教員講座の案内や、東京都教職員研修センター
のホームページでの周知等を実施
　・私立学校関係団体の協力を得て、教員講座について周知
○「わたしは消費者」を発行し、教員向けに消費生活上の課題（６月：インターネット通信販売、９月：初めての
不動産賃貸借契約、１２月：脱毛トラブル、３月：未定）や消費者教育教材等について情報提供
○成年年齢引下げにかかる啓発チラシ（保護者向け）を12万部作成し、学校を通じて都内高校２年生の家庭
に配布予定（12月）
〇学校向けメールマガジンの配信（月１回程度）
教員講座や学生向け注意喚起などを提供
○消費者教育コーディネーター
校長連絡会・義務教育連絡会等の場や教員向けメルマガ等で消費者教育コーディネーター制度と具体的な
実施例を交えた活用方法を提示し、高校や中学校を始め、特別支援学校等からの相談及びコーディネート
業務を実施

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○教員講座については、全講座を通じて満足度が高く、アンケートでは「経験豊富な専門家の知見を得られ
た貴重な機会で、充実した講義だった。」「若者の最新の相談事例と対処法を詳しく知ることができ、大変参
考になった。」「実際に教材体験をしながら解説を受けられたので、すぐに授業で実践できる講座だった。」な
どの声が寄せられ、教員が授業等で消費者教育に取り組むための支援ができた。
○「わたしは消費者」については、消費生活に関する課題や教材・出前講座の活用事例を掲載し、学校での
消費者教育に役立つ情報を提供しており、学校から「トラブル対応の参考にしている」「授業で新しい情報を
生徒に伝えられる」といった声が寄せられている。
〇消費者教育コーディネーター制度を活用し、都教委等との連携強化を図りながら、消費者教育事業を学
校現場に普及させた。



【 令和６年度の取組予定 】

○消費者問題教員講座
最新の消費者教育や指導方法を取り入れながら、授業で知識や情報が適切に活用されることを意識した講
座を実施（夏休み期間中。オンライン・集合)
○「わたしは消費者」発行（年４回）
消費生活に関する法律や制度改正に関する動向も見据えながら、学校における消費者教育に役立つテー
マを取り上げ作成
〇学校向けメールマガジンの配信（月１回程度）
教員講座や学生向け注意喚起などを提供
○成年年齢引下げに係る啓発物の作成・配布
高校２年生の保護者を対象としたチラシ及び高校２年生を対象とした啓発ノート（各12万部）
○消費者教育コーディネーター
都教委等との連携強化を図り、校長会等で組織的な周知を行うほか、高校や中学校、特別支援学校等にも
働きかけを実施



【 番号 】　

（４－１－５）

○小・中・高校（特別支援学校含む）の学生・生徒を対象にした学校向け出前講座　(27回、3,629人）
 ・うちオンライン配信2回、消費者教育コーディネーターからの提案により実施したもの４回
○大学等における新入生ガイダンス等での出前講座（22回）
・多くの学生が参加する新入生向けガイダンスや学内イベント、大学の教職員と連携したゼミ単位での
啓発を実施
○学校を対象とした出前寄席（12回　大学等を含む）
○新入生向けガイダンス用講座
早期に効果的な消費者教育を行う必要性から、、大学生等の新入生向けガイダンス用に東京都消費
者啓発員（コンシューマー・エイド）が共通に使用する、悪質商法等の被害防止のレジメ及び貸出用
DVDを作成する。（1月作成予定）
また、作成後は、大学等に働きかけ活用促進を図る。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○「学校向け出前講座」を実施することにより、若者が遭いやすいトラブルや悪質商法を紹介するとと
もに、その対応策等を周知し、消費者被害の未然防止を図った。また、学生（生徒）の年齢に応じた内
容やロールプレイ等の手法を取り入れるなど、きめ細かい啓発を図った。
○実施後の感想等では、「ロールプレイによる契約トラブルへの注意喚起は、生徒の実態に即した内
容であった。また、生徒がしっかり理解できるように分かりやすい言葉を選びながらお話しいただき、生
徒も真剣な表情で学習に臨み、知識と理解を深めることができた。」、「講義後、生徒にインターネット
やSNSを活用するときに大切なことを理解できたかとアンケートを実施したところ、90％以上が理解でき
たとの結果だった。」、「生徒たちは、実際にあったトラブル事例を聞き、SNS等の設定や使い方を見直
す良い機会となったようだ。」、「成人を迎えた学生にとって、身近に起こりうるトラブルをクイズなどで分
かりやすく紹介してくれたので、より興味を持ち受講できた。」等の意見が寄せられた。
○少人数のゼミの特徴を生かし、具体的な事例等により自分事化できるような工夫をしながら、若者を
取り巻く消費者問題について学んでもらうことができた。

　社会経験が浅く、契約に対する知識や経験も少ない若者は、マルチ商法など、悪質事業者のター
ゲットになりやすい傾向にある。令和４年度に行われた成年年齢引下げを踏まえ、18歳、19歳を始めと
した若者の被害を未然に防止するためには、特に社会に出る前の生徒・学生に対する消費者教育が
重要である。
　このため、高等学校や大学はもちろん義務教育も対象に東京都消費者啓発員（コンシューマー・エ
イド）を講師派遣する出前講座や社会人ボランティア等を活用した出前寄席を実施する。
　また、学校教育に加えて家庭や地域における消費者教育を進めるため、ＰＴＡや保護者等、消費者
教育を受ける機会のない若者等に対し、若者が巻き込まれやすい代表的なトラブル事例や対処方
法、デジタル、金融経済教育に関する講義など、実践的な内容の出前講座や消費生活講座も実施す
る。これらの講座内容は、若者から寄せられた消費生活相談を基に被害実態を分析し、得られたデー
タを反映することにより、すぐに役立てられる有益な内容とする。さらに、周知は消費者団体やNPO等
関係機関と連携して行うなど、幅広く普及に取り組んでいく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（１）成年年齢引き下げに対応した消費者教育の強化

【施策名】

生徒・学生等に対する消費者教育



【 令和６年度の取組予定 】

○学校向け出前講座
学生・生徒等に対して悪質商法の被害防止等を目的とする講座を引き続き実施していく。また、小中
学校、高校、特別支援学校に対してチラシの配布等、定期的な周知や個別の働きかけを行い、活用
の促進を図る。
○出前講座・寄席（大学等）
大学等については、多くの学生が集まる新入生向けガイダンスや学内イベントでの出前講座・出前寄
席の実施に加え、大学の教職員と連携してゼミ単位での出前講座・出前寄席による啓発も実施する。
また、新入生向けガイダンス用に作成した悪質商法等の被害防止の講座及びDVDの活用促進を図る
ため、大学等に働きかける。
○出前講座（ＰＴＡ、保護者、NPO等）
ＰＴＡ、保護者等を対象にした出前講座を継続して実施するとともに、活用の促進を図る。
○成年年齢引き下げに対応するため、東京都消費者啓発員(コンシューマーエイド)やボランティアを
活用し、学校等における消費者教育へのニーズに的確に応えていく。



【 番号 】　

（４－２－１）

○東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイド）による出前講座
　・移動講座（都が経費負担。学校向け出前講座69回含む。94回、10,431人）
　・派遣講座（主催者が原則経費負担。26回、1,502人）
　・出前講座のリーフレット作成・配布
○大学の落語研究会や社会人ボランティア等による出前寄席（212回、9,938人）
　・悪質商法の手口や実態、その対応策等を分かりやすく伝える落語・漫才等を制作
　・新作台本の作成４本（うち１本やさしい日本語版）、出前寄席の演目等が記載されたリーフレットの
作成・配布
　・出前寄席新作発表会（2月22日開催予定。会場及びアーカイブ配信）
○介護施設、老人会、町内会等における高齢者向け出前講座や出前寄席（講座27回810人、寄席
171回7,683人）
〇出前講座・寄席の派遣申込について電子申請による受付を実施
〇消費生活講座
第１回：エシカル消費（11月）、第2回：IT（12月）、第3回：高齢者向け悪質商法被害防止（2月）
○実験実習講座
８回、167人（飯田橋）、68人（立川）　※令和5年11月末現在
○食育講座（4回、視聴回数660回YouTubeオンデマンド配信）
○親子講座（８回、視聴回数1677回YouTubeオンデマンド配信）
○連続講座（１０回、視聴回数4166回YouTubeオンデマンド配信）
〇多様な主体との連携講座（11月29日開催　69人　12月26日～1月14日アーカイブ配信予定）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○出前講座や出前寄席の実施を通じて消費者啓発員や大学の落語研究会、社会人ボランティア等
が消費者の希望する都内の場所へ出向き、消費者問題をわかりやすく伝える「届ける教育」を実施す
ることにより、生活条件等により消費者教育事業に接する機会が少なかった消費者に対して、悪質商
法の手口や対応策等を周知して消費者被害の未然防止を図った。実施後には「楽しんで学べた。」、
「講演で聞いた内容を仲間同士の話題にして、みんなで注意していきたいと思う。」、「悪質商法の手
口と対処法について、とても分かりやすく参考になる内容だった。」、「具体例を交えて身近な危険に
ついてわかりやすく学ぶことができた。」等の感想が寄せられた。
○消費生活講座や実験実習講座など、身近で話題性のあるテーマを取り上げた講座を通じ、受講し
た都民に対して、日々の生活に役立つ知識を提供することができた。
○親子夏休み講座において、「多摩地域のごみのゆくえ」等の環境問題や、「お金の使い方」・「ネット
のルール」に関するテーマを取り上げることにより、小学生とその保護者が一緒に身近な消費生活に
係る問題について考えることができる機会を提供できた。

　都民が消費生活において必要な知識や判断力を習得し、主体的に選択するなど自立した消費者と
して行動できるように、消費生活講座を開催する。
　具体的には、区部・多摩の会場において実験や調理を伴いSDGsや地産・池消等の理念を実践的に
学べる体験型の講座（実験実習・食育等）や、親子やシニア・ミドル世代など対象別の講座等を開催す
るほか、都民が企画するイベント・集会等に東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイド）を派遣する
出前講座や、社会人ボランティア等を派遣する出前寄席を実施する。実施に当たっては、社会の高度
情報化により生じる新たな消費者トラブルを取り上げるほか、外国にルーツを持つ人々や障害者など、
多様な消費者に寄り添える内容とする。
　また、オンラインツールを活用するとともに、デジタルデバイドへの対応も念頭に、集合形式とオンラ
インを組み合わせた複合的な講座実施を進めるなど、わかりやすい運営に努め、受講者の負担軽減と
利便性向上を図りながら、内容の充実と環境整備に取り組む。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

多種多様なテーマ・手法による消費生活講座



【 令和６年度の取組予定 】

○出前講座・出前寄席
東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイド）や大学の落語研究会、社会人ボランティア等を消費者
の希望する場所へ、引き続き派遣する（オンライン対応も行う）。また、出前講座と出前寄席を組み合わ
せて実施することの効果について啓発を図り、さらなる活用を促進していく。
〇消費生活講座
世代別・対象別など多様な消費者を対象に話題性のある様々なテーマを設定して実施（３回）
○実験実習講座
消費者に身近で話題のあるテーマを設定して実施（８テーマ、16回）。
○食育講座
地産地消、食品ロス削減、エシカル消費、食品の安全・表示等、食に関するテーマで実施（６回）
○親子講座
小学生とその保護者を対象として、金銭教育、情報リテラシー、環境問題、食生活など、小学生への
消費者教育において必要とされるテーマで実施（８回）
○連続講座
シニア・ミドル世代を対象に生活に身近なテーマを設定することにより実施（10回）



【 番号 】　

（４－２－２）

【 令和６年度の取組予定 】

○事業者等のニーズ（対象世代・テーマ等）に応じた出前講座や出前寄席を実施する。
○事業者・事業者団体等が行う従業員向けの研修などの取組事例をくらしWEBで紹介し、事業者等
の取組を促進

○事業者等における従業員向け消費者教育に関する自主的な取組を促すため、東京都が提供でき
る出前講座や出前寄席のリーフレット等を紹介
○事業者・事業者団体等が行う従業員向けの研修などの取組事例をくらしWEBで紹介し、事業者等
の取組を促進

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○出前講座や出前寄席では、各事業者のニーズ（対象世代・テーマ等）に応じた講座を実施すること
で、有意義な消費者教育を実施することができた。
○従業員向け消費者教育に活用できる出前講座やリーフレット等を紹介するほか、取組事例を取り
上げることで、事業者・事業者団体等が同様の取組を実施するための検討材料を提供することができ
た。

　事業者等における従業員向け消費者教育を促進するため、従業員向けの消費者教育に積極的に
取り組む事業者等の事例をホームページに掲載して紹介するなど、啓発強化を図る。また、事業者
等からのニーズに応じ、新入社員向け・中堅社員向けといったライフステージやテーマを分けた出前
講座を活用するよう、働きかけを行う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

事業者等による消費者教育の促進



【 番号 】　

（４－２－３）

【 令和６年度の取組予定 】

○事業者団体等が作成した消費者教育教材及び各団体・機関が実施する出前授業に関する情報を
東京くらしWEBに掲載
○展示・交流コーナーにおいて、事業者団体等が作成した消費生活に関するリーフレット等を配架す
るほか、パネル展示による情報提供を引き続き実施する。
○消費者問題教員講座において、事業者団体が作成した消費者教育教材等の展示による情報提供
を実施

○東京くらしＷＥＢにおいて、事業者団体等が作成した消費者教育教材及び各団体が実施する出前
授業に関する情報を提供するほか、都区市町村センター所長会において、同情報を一覧化したリスト
を区市町村に提供するなどにより、活用を促進（教材展示：23団体、出前授業情報：22団体）
○消費者問題教員講座において、事業者団体等が作成した消費者教育教材を展示するとともに、各
団体が実施する出前授業に関する情報を提供
○展示・交流コーナーにおいて、事業者団体等が作成した消費生活に関するリーフレット等を配架す
るほか、パネル展示は定期的に展示替えを行い最新情報を提供

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○授業ですぐに活用できる教材等を幅広く紹介することで、教員が消費者教育に取り組みやすくなる
よう支援することができた。
○事業者団体等の取組内容等を紹介することで、東京都消費生活総合センターを利用する消費者に
有益な情報を提供することができた。

　事業者団体等は、その専門性を活かし、多種多様な消費者教育教材・啓発資料等の作成や、学校
等に対する講師派遣事業を行っている。消費者が状況に応じて適切な教材等を選択・活用できるよう
にするため、「東京くらしWEB」で教材等を紹介するほか、都で開催する講座や展示コーナーで資料
等を配布するなど、認知を高めるとともに、さらなる活用促進を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

事業者団体等の取組に関する情報提供



【 番号 】　

（４－２－４）

【 令和６年度の取組予定 】

○消費生活講座
身近で話題性のあるテーマを設定して開催
○多様な主体との連携講座
専門知識を持つ事業者団体や消費者団体等と連携を図りながら、デジタルや金融教育など消費者教
育における喫緊の課題や消費者の関心の高いテーマで開催する。
○高齢者向けセミナー
東京都生活協同組合連合会と連携して高齢者の消費者被害防止をテーマとした講座を企画・実施

○東京都金融広報委員会と連携した消費生活講座（会場とオンライン配信の併用。１回、278人）
○多様な主体との連携講座（11月29日開催　69人　12月26日～1月14日アーカイブ配信予定）
○高齢者向けセミナー
東京都生活協同組合連合会と連携して高齢者の消費者被害防止をテーマとした講座を企画・実施
（２月実施予定）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○東京都金融広報委員会と連携した消費生活講座では、消費者被害の実例とトラブルから自分を守
るための工夫や心構えについてわかりやすく解説することで、都民に金融や消費生活に関する知識
を持つことがトラブル防止に重要であることを伝えた。
○「多様な主体との連携講座」では、これまで連携の機会がなかった教育機関、事業者、消費者団体
等と連携することにより、様々な立場からの多様な活動や取組事例を紹介している。
○他団体とセミナー等の実施を通じて協力することにより、消費生活に関する啓発の機会を広げること
ができた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

事業者団体等との連携による消費生活講座

　消費者教育を効果的に推進するためには事業者団体等が持つ経験や専門性を活かすことが不可
欠である。そのため、事業者団体等とも連携しながら、都民を対象とした消費生活講座等を実施する。
実施に当たっては、事業者団体等の知見も得ながら新たな消費者問題を取り上げるほか、オンライン
ツール等を活用しながら受講者の負担軽減と利便性向上を図るなど、幅広い年齢層が参加しやすい
受講環境を整備することにより、適切な情報提供を行う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－５）

○消費生活に関する情報の提供及び共有を目的として「東京都・区市町村消費生活行政情報」を毎
月発行
○消費生活講座を企画する際に参考となるよう、各区市町村の消費生活講座開催状況をとりまとめて
提供
○消費生活行政担当職員等の職務に係る知識や実務能力の向上を図るための研修を実施（10回、
1,064人）
○消費者問題マスター講座において、消費者問題に関して知識を習得する機会を提供するため、受
講者に「区市町村枠」を設け、区市町村を通じて申し込みのあった者を受入れ（10区市町、51人）
○独自に出前講座を実施している区市町村においてテーマ、日程及び対象者等の調整が困難な場
合に、東京都消費者啓発員を派遣して講座実施を支援（10回、261人）
○区市町村が実施する消費生活展等に向けたパネルの貸出やイベント集客のための広報協力（パネ
ル貸出２７件）
○多摩地域の市町村と「共催講座」を開催することを通じ、テーマ設定や講師の選定などに係るノウハ
ウを提供し、多摩地域における消費者教育の推進を支援（6回、114人）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○消費生活行政に関する情報共有や研修実施などの支援を通じて都全域で消費生活行政の底上げ
を図ることで、区市町村における消費者教育等の体制強化につながった。
○消費者問題マスター講座に「区市町村枠」を設け、地域包括支援センター職員や地域で消費者啓
発活動に携わる方などに消費者問題に関する知識等を付与することにより、消費者教育・啓発活動の
支援を行った。
○自前の出前講座を実施している区市町村からのコンシューマー・エイドの派遣依頼は、一般的な悪
質商法被害防止のほか、食品ロスや安全なくらし、ヒヤリハット、SNSによるトラブル防止等の個別テー
マや実験を伴う講座も多く、これらの分野について区市町村を支援することができた。
○共催講座において、経費の一部負担だけではなく、企画、講師選定についても支援することができ
た。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

区市町村に対する消費者教育推進に向けた支援

　主体的に選択・行動ができる自立した消費者への変革を促すためには、消費者の生活に身近な区
市町村における消費者教育が重要である。一方で、消費者教育に携わる職員の体制や教育に関する
ノウハウの有無等は自治体により違いがあるため、都として多角的な支援を行うことで、都内全域で消
費者教育の質の向上を図る必要がある。
　具体的には、区市町村消費生活センター所長会等を活用し、消費生活行政や消費生活講座に関
する情報・ノウハウを提供するほか、職務に係る知識や実務能力の向上を図るための研修実施、区市
町村で開催する消費生活講座の共催実施や消費生活展等で活用してもらうためのパネルの貸出しな
どを行う。加えて、小・中学校における授業等で着実に消費者教育が行われるよう、消費者教育コー
ディネーターが地域の実情に応じて教材や講座等のコンテンツを提案するなど、学校における教育活
動の推進に必要な調整を行っていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 令和６年度の取組予定 】

○「東京都・区市町村消費生活行政情報」の発行、消費生活講座開催状況の情報提供、区市町村消
費生活センター所長会を通じて区市町村に消費生活に関する情報提供・共有を行い、区市町村にお
ける消費者教育等の体制を強化
○消費生活行政担当職員等の職務に係る知識や実務能力の向上を図るための研修を定期的・継続
的に実施（11回）
○消費者問題マスター講座において、消費者問題に関して知識を習得する機会を提供するため、受
講者に「区市町村枠」を設け、区市町村を通じて申し込みのあった者を受け入れることで、地域におけ
る消費者教育等の担い手を育成
○区市町村に対し、東京都消費者啓発員（コンシューマー・エイド）による出前講座の活用について、
引き続きあらゆる機会を通じて働きかけていく。
○市町村との共催講座において、市町村の消費者教育事業の状況を把握した上で、都のノウハウ・経
験をもとに活用しやすい事業を提案するなど、効果的な消費者教育につながるコーディネート機能を
果たす。



【 番号 】　

（４－２－７）

【 令和６年度の取組予定 】

○消費者問題マスター講座（全13講座）
講座受講者の活動を促進するため、講座受講者に対し、区市町村が実施する消費者啓発事業や消
費者団体の活動等に関する情報を提供。また、希望する区市町村に対し、地域で消費者教育に携わ
る意思のある講座受講者の情報を提供することで、地域における積極的な人材活用を促す。

○地域や職場などで消費者教育等の推進に中心的な役割を果たすことができる人材育成を図るた
め、消費者問題マスター講座を実施（ライブ配信及び録画配信、各13回。11月末現在受講者数1,422
人）
　・「消費者市民としての役割・消費者団体の活動」をテーマに、消費者市民社会の考え方とともに消
費者団体の活動について学ぶ講座を設定
　・区市町村において消費者教育等の担い手となる方等に消費者問題に関する知識習得の機会を提
供するため、「区市町村枠」を設け、区市町村を通じて申込のあった受講生を受入れ（10区市町、51
人）
　・希望する区市町村に対し、地域で消費者教育に携わる意思のある講座受講者の情報を提供する
ことで、消費者啓発事業等への積極的な人材活用を促進（今後予定）
　・講座受講者の今後の活動につなげるため、区市において行う消費者教育啓発事業等の情報をま
とめ、受講者に提供予定

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

消費者問題マスター講座の受講者アンケートでは、「消費者被害を防ぐためには、常に最新の手口を
把握するとともに、その知識を周囲の方に伝えていくことが必要不可欠だと感じた」「継続的な学習を
して自分も地域サポーターになりたい」等の回答が寄せられており、受講者からの高い意欲に応えて
いる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

地域における消費者教育の担い手の育成

　消費者問題を体系的に学ぶことにより、地域や職場などで消費者教育等の推進に中心的な役割を
果たすことができる人材を育成するため、社会情勢の変化に伴い消費者に必要な知識等を提供する
連続講座を開催する。実施に当たっては、最新の消費者問題に関するテーマを取り上げるとともに、
オンラインツール等を活用することにより受講者の負担軽減や利便性の向上を図る。
　さらに、受講者に対しては、消費者教育活動を促進するため、区市町村が実施する消費者啓発事
業や消費者団体の活動等に関する情報を提供するほか、希望する区市町村に対しては、地域での活
動に意欲のある受講者の情報を提供するなど、地域における消費者教育の推進を支援する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－８）

【 令和６年度の取組予定 】

○WEB版消費者教育読本
児童・生徒が消費者としての意識を持ち、社会の中で主体的に判断し行動できる力を身につけること
を目的とし、都教委や学校現場と連携して教材を作成。学校の授業等での活用を図る。
○消費者教育DVD
楽しく分かりやすい教材として新作を作成
○「飯田橋四コマ劇場」
ライフステージに応じた消費者教育を推進するため、若者向け・ミドル層向け・高齢者向けに、様々な
悪質商法の手口などを４コマ漫画で紹介する消費者読本の活用を働きかけ
○消費者教育・啓発ノート
高校２年生を対象として、成人になる前に押さえておきたい消費生活の知識や消費生活トラブルの相
談機関を紹介
○教材の活用
校長連絡会・教育研究会などの組織や、教員向けの消費者問題教員講座、個別学校への消費者教
育コーディネーターなどを通じた働きかけなどを通じ、利用促進を強化

○特別支援学校（高等部）向けのWeb版消費者教育読本として、キャッシュレス決済や契約の基礎知
識を盛り込んだ教材を作成中。本教材を授業で活用できるよう、併せて解説書、授業展開例、ワーク
シート等も作成予定
〇高齢者向けのＤＶＤ教材として、高齢者に多い契約トラブルをテーマに制作中
○若者向け・ミドル層向け・シニア層向けに、様々な悪質商法の手口などを４コマ漫画で紹介する消費
者読本「飯田橋四コマ劇場」を配布
○消費生活に関連した情報（悪質商法の手口、相談窓口の紹介、消費者市民社会等）を幅広く掲載
した「消費者教育・啓発ノート」を12万部作成し、都内の全高校２年生を対象に配布予定（12月）
○教材の活用
校長連絡会・教育研究会などの組織や、個別学校への消費者教育コーディネーターなどを通じた働
きかけなどを通じ、利用促進を強化
〇教員講座において、教材の活用方法等を解説する講座を実施し、活用を働きかけ

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○Web版消費者教育読本と消費者教育DVDの作成を通じ、児童・生徒が消費者としての意識を持
ち、社会の中で主体的に判断して行動できる力を身につけるための学習の一助となることが見込まれ
る。
○教材の解説書等を作成し、教員講座での解説や教育庁との連携による周知に取り組むほか、他行
政機関からの複製依頼等にも応えることで、教材の活用促進を図っている。
○消費者読本「飯田橋四コマ劇場」や若者向け啓発リーフレットを作成し、学校等を通じて生徒に配
布することで、消費者被害の未然防止・拡大防止に向けた啓発を実施する。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

消費者教育教材の作成

　主体的に選択・行動できる消費者の育成・支援を図るため、WEB版消費者教育読本や消費者教育
DVD等、子供から高齢者に至るまでの各ライフステージに対応した活用しやすい消費者教育教材を
作成する。
　なお、既存教材を含めた教材の学校での活用については、校長連絡会や教育研究会などの場や、
教員向けの消費者問題教員講座、個別学校への消費者教育コーディネートなどを通じて積極的に働
きかけを行うなど、教材等に対する認知を高めるとともに、さらなる活用促進を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－９）

【 令和６年度の取組予定 】

○消費者団体・グループの活動の場として消費生活総合センター及び多摩消費生活センターの学習
室及び教室を貸出を実施する。また、申込をオンラインで受け付けるなど、利用者の利便性を向上さ
せ、施設予約に係る負担の軽減を図る。
○多摩消費生活センターにおいてセキュリティに配慮したWi-Fiを配備し、施設全域で来所者が自由
に利用できる環境を整備
○一般消費者に向けた啓発活動及び情報発信を推進するための学習会として、消費者団体等との
協働による学習会を実施していく。

○消費者団体・グループの活動の場として消費生活総合センター及び多摩消費生活センターの学習
室等を貸出
　・消費生活総合センター（飯田橋）1,260回、多摩消費生活センター（立川）255回
○一般消費者に対する情報発信等のための学習会として、消費者団体等と協働して協働学習会を実
施（7月1回実施、3月2回実施予定）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○消費者団体やグループ等の自主的な学習、情報発信等を支援することにより、消費者団体等にオ
ピニオンリーダーとしての役割を果たしてもらうことができ、東京都消費者月間事業等の協働事業にも
つなげていくことができた。
○消費者団体と連携して講座を開催することにより、消費者団体のノウハウを活用することができた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

消費者団体等の活動支援

　消費者問題の解決には、専門的な知識や経験を持つ消費者団体等との協働が不可欠である。そこ
で、消費者団体・グループの活動の場として学習室・教室の貸出しを行い、自主的な学習や活動等を
支援する。学習室や教室については、デジタル化に対応した設備を取り入れるなど、団体等が利用し
やすい環境の整備に努める。また、消費者に対する情報発信等の活動が効果的に行われるよう、消
費者団体等と協働した「協働学習会」を実施するなど、団体等の活動支援を行う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－１０）

【 令和６年度の取組予定 】

○図書資料室の運営
消費生活総合センター及び多摩消費生活センターの図書資料室において、最新の動向を踏まえた
消費生活に関する図書、行政資料、団体資料（消費者団体、事業者団体）、DVD等の収集・整備を行
い、閲覧・貸出等により提供する。
○センターを会場とする講座のテーマに合わせて配架棚にて特設コーナーを設けるなど利用者の利
便性向上を図っていく。
○パンフレットコーナー及び展示コーナー
内容の更新及び変更等を随時行う。また、消費生活部生活安全課からの商品テスト物等の提供と併
せて、都民の消費生活に有益な情報を提供する。
〇多摩センターにおいては、移転後に交流コーナーをリニューアルし、「市町村パンフレットコーナー」
やエシカル消費に関するパネルやグッズ、パンフレットなどを展示する「エシカルコーナー」を設置し、
情報提供を図る。

○消費生活総合センター（飯田橋）
　蔵書数：図書資料21,060冊、雑誌4,901冊、DVD等975本
　貸出数：図書資料941冊、DVD等148本
　図書資料室の利用者数24,159人
○多摩消費生活センター（立川）
　蔵書数：図書資料6,452 冊、雑誌216冊、DVD等567本
　貸出数：図書資料70冊、DVD等6本
　図書の貸出人数54人
○消費生活総合センター展示コーナーにおける商品テスト物等を活用した情報提供

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○都民に対し、安全・安心な消費生活を営むために必要な情報を随時、的確に提供できた。利用者
からは、「他の図書館にはない、消費生活関連の専門的な図書資料が充実している。」「社会的に話
題になっているテーマに係る資料が幅広く揃っており便利である。」等の意見が寄せられている。
○センターを会場とする講座のテーマに合わせて配架棚にて特設コーナーを設けるなど利用者の利
便性向上を図った。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

消費生活に関する図書資料室等の運営

　消費生活総合センターに図書資料室を設置し、消費生活に関する図書、行政資料、団体資料（消
費者団体、事業者団体）、消費者教育用DVD等を総合的に収集・整備し、閲覧や貸出に供する。加え
て、事業者団体等が発行するリーフレット等を配架して来所者に提供するほか、商品テスト物等の展
示を行うなど、消費者への啓発強化を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－１１）

【 令和６年度の取組予定 】

○消費者月間事業
消費者問題の解決に向け、消費者団体と東京都による協働事業として引き続き実施。より多くの都民
の参加が得られるよう、オンライン配信等の活用やエシカル消費など時代に適合したテーマ設定など、
企画立案の充実を図るとともに、広報展開も強化していく。

○消費者月間事業
消費者問題の解決に向け、消費者団体と東京都による協働事業として10月を中心に各種事業を実
施。より多くの都民の参加が得られるよう、オンライン配信等も活用し、時代に適合したテーマ設定な
ど、くらしに役立つ情報の発信を目指した。
テーマ「持続可能なやさしい未来へ」（参加消費者団体21団体）
○交流フェスタ
  「見て、聞いて、話そう！交流フェスタ2023」をテーマに新宿駅西口広場イベントコーナーで開催。６
つの出展ブースでは、消費生活に関する様々な情報発信を行い、くらしに役立つセミナーステージや
クイズラリー、体験コーナー等を実施（約18,500人）
○メインシンポジウム　（会場及び録画配信）
  『「買う」と「買わない」の境目の心理学」』（会場　103人、視聴回数：第一部　270回、第二部　196回）
○地域会場（２会場）
多摩会場　「極地からの提案～無理なく楽しく食品ロス削減」（ライブ配信　56人）
八王子会場　「これが出発点！フードマイレージから考える日本の食料問題」（会場　41人）
○くらしフェスタ東京 食と農セミナー
　講演会・交流会「雑草と私たちのくらし～雑草から農業と環境を考える」（12月6日会場開催　113人）
○エシカル消費（オンライン講演会）
　「ごみを見つめて未来を変える　SDGｓとごみ対策」（1月9日～2月13日録画配信予定）
○協賛事業　約60件

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

○交流フェスタは「様々なブースでの体験により、多くの情報を得られ、勉強になった。」「クイズラリー
を通じて、楽しみながら、新たな知識を得られた。また来たい。」等の意見が多く寄せられた。
○心理学専攻の大学教授を講師に招いたメインシンポジウムでは、「心理学と経済学の関連が面白
かった」「心理プロセスが買い物に影響を与えるのが分かった」等多くの方々から好評を得た。
○地域企画の多摩会場では、「「食」を通して人間の生き方を学んだように思う。」、「自分にできる小さ
なことから、環境に負荷を与えないやさしい暮らし方を意識していきたいと思った。」、八王子会場で
は、「フードマイレージについてなんとなく知っていると思っていたが、正しく知ることができた。」、「生
活の身近なところからスタートできる提案が豊かで、わかりやすい内容だった」等の意見が寄せられた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

消費者団体との協働事業

　消費者団体と東京都による協働事業として、消費者月間事業を共催で実施する。
　消費者月間事業は、都民の消費者としての自覚を促し、消費者の権利の確立と定着を図り、消費者
問題の解決を促進するため、①消費者意識の啓発、②消費者相互の連携強化、③消費者・事業者・
行政の協働の推進を目的に、毎年10月の東京都消費者月間を中心に各種事業を展開している。実
施に当たっては、より多くの都民の参加が得られるよう、消費者を取り巻く最新の消費者問題やSDGs
など時代に適合したテーマを取り上げるほか、オンライン配信等の情報提供手段も活用することでさら
なる事業の拡充を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在



【 番号 】　

（４－２－１２）

消費者利益の確保を目的として、周知と教育の二つの観点から効果的に普及を進め、消費者自身の計量
制度に対する認識の向上を図るものである。
①情報発信
　計量制度全般を取り扱う記念日行事を主催するほか、区市町村等の生活展への出展、ホームページ、ツ
イッター、リーフレットでの情報提供等を実施する。
②消費者教育の推進
　小学生の段階から計量に親しみ興味をもってもらえるよう、夏休み期間に計量器の工作などを体験する
「親子はかり教室」を開催するとともに、計量及び学校教育の関係者と協力し、「出前計量教室」の開催や
計量に関係する教科の支援に取り組む。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

１　情報発信
・関連団体と実行委員会を組織し、計量記念日(11/1)に新宿駅西口広場で「都民計量のひろば」を開催し
た。SNSの積極的活用やチラシポスターの工夫、クイズラリーの実施などで参加層の拡大を図った。（約350
名）
・関係機関や区市町村が主催する「消費生活展」等のイベント15会場に参加し、計量の普及啓発に努め
た。今年は、クイズの活用や実機の展示などにより、消費者のくらしに身近な計量器に関する法制度の知
識定着を図った。
・計量に関する報道機関の取材（広報東京都こども版、TBS)に協力するなどして計量に関する情報提供に
努め、計量制度の啓発を行った。
２　消費者教育の推進
・消費生活調査員100名による、食料品などの商品の計量調査を2回実施して消費者の商品量目に関する
意識の向上を図った。
・計量展示室では、夏休み期間(8月)に特別企画を実施した。
・計量関係団体と連携し、小学生を対象とした「出前計量教室」等（10教室）を実施した。
・夏休み期間に3日間(8/2～4)親子はかり教室を開催した(57組124名参加)。また、HP上に「web版親子は
かり教室2023」を夏休み期間に2カ月間公開した。棒はかりの作り方を動画で紹介するなど、より分かりや
すく広く周知が図れるよう取り組んだ。（動画は継続して公開）
・小学校での計量の体験型学習による教科の充実を図るため、関係団体と連携し、学習プログラム等の作
成に取り組んでいる。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

参加した都民から次の感想を得た。
・親子はかり教室では「知らないことがたくさんあり勉強になった」「見学だけではなく、子供たちが体験
しながら施設をまわることができて、とても勉強になった」など
・都民計量のひろばでは「身近なものをはかる楽しさを学んだ」「私たちの生活で量ることの重要性を
知ることができた」など
イベント等の取組に加え、動画の活用や報道機関による情報発信を通じ、計量に関する関心さらには
制度や検定所の仕事への理解が進み、正しい計量の大切さに対する意識の向上につながったと考え
る。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

計量に関する周知活動と教育の推進



【 令和６年度の取組予定 】

１　情報発信
・関連団体と実行委員会を組織し、計量記念日(11/1)に「都民計量のひろば」を開催する。
・関係機関や区市町村等が主催する消費者向けイベントに積極的に参加し、計量の普及啓発に努める。
・東京くらしWEBやリーフレット等を有効活用するとともに取材の機会をとらえるなどして、計量に関する情
報を広く効果的に発信し、計量制度の啓発を図る。
２　消費者教育の推進
・消費者の商品量目に関する意識の向上を図るため、消費生活調査員による食料品などの商品の計量調
査を年3回実施する。
・計量検定所の見学や計量展示室の公開で、消費者に計量検定所の役割や計量の歴史と制度を身近に
感じてもらい関心を高めることで、計量の普及を図る。
・小学生向け事業として、出前計量教室及び親子はかり教室(小学生とその保護者)を実施する。
・小学校教員に対し、学校教育における計量に関係する授業に活用できる教材や計量に関するアドバイス
を提供することを目的とする事業に関係団体と協力して取り組む。



【 番号 】　

（４－２－１３）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、インターネット等の適正な利用のための知識を学ぶことができる「ファミリｅルール講座」を
開催していく。

　スマートフォンやSNS等の急速な普及や利用の低年齢化に伴い、生活環境の乱れに繋がるインター
ネットの長時間利用や各種トラブル等が社会問題となっている。
　こうしたトラブルに青少年が巻き込まれないよう、インターネット等の適正な利用のための知識を学ぶ
ことができる「ファミリｅルール講座」を開催している。
　この講座では、学校等に講師を派遣し、家庭でのルール作りや生徒自身による自主ルール作りを支
援するとともに、講演及びグループワーク形式により、講義等を実施している。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　令和５年１１月末時点で、ファミリｅルール講座の開催数は717回、受講者数は127,637人。そのうち、
保護者等を対象とした家庭等でのルール作りを支援する講座を計68回、生徒同士の自主ルール作り
の支援を計4校、ネット利用を起因とした性被害等を身近な問題として理解を深めるための大学生ファ
シリテーターを活用したグループワークを計7校で実施しており、様々な層にインターネットやＳＮＳの
適正な利用について広く啓発している。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　令和４年度の講座終了後のアンケート結果においては、「理解できた」「今後役に立つ」と回答した受
講者がそれぞれ98％に達した。利用者のニーズに応じた講座構成やグループワークを実施すること
で高い満足度を得ている。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

青少年のインターネット利用に係る被害等防止啓発講座



【 番号 】　

（４－２－１４）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、ＳＮＳ上での様々なトラブル・犯罪被害等から青少年を守るため、青少年等から啓発作品
を募集する「ＳＮＳトラブル防止動画コンテスト」を開催する。

　都内在住・在学・在勤の13歳から29歳までの若者からSNSトラブル防止を啓発する動画等のコンテン
ツを募集するコンテストを開催している。
　コンテスト参加者に作品制作を通じてSNSの適正利用等に理解を深めてもらうとともに、入賞作品の
デジタルサイネージ等の放映を通じて青少年を被害から守る機運を醸成している。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　令和５年度のコンテスト応募テーマを「 ＳＮＳを使うときに気を付けたいこと」、応募コンセプトを「私達
を守るために、明るく楽しく生活するために」とし、 令和５年６月30日から10月23日までの間、動画部
門及び静止画部門の作品を募集した。令和６年２月に表彰式を開催の上、入賞作品はデジタルサイ
ネージ等で放映予定。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　青少年が、SNSトラブル防止動画コンテストに応募するための動画等を自ら制作することで、ＳＮＳトラ
ブル問題への理解の醸成となり、また入賞作品をデジタルサイネージ等で啓発することにより、青少年
がＳＮＳを安全に利用するための一助となった。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

SNSトラブル防止動画コンテスト



【 番号 】　

（４－２－１５）

【 令和６年度の取組予定 】

　通年で行う総合防災教育を実施する際に、遊具、建築設備、交通機関や日常生活用品等に起因し
て発生した日常生活事故事例等を基に、当庁で制作したデジタル教材や普及資料を活用するなど、
教育関係機関と連携して児童及び生徒への防火防災指導を行っていく。
　また、今年度は新たに、こどもの日常生活事故防止動画「知ろう！！日常に潜む危険！！」を制作
した。本動画は親しみやすいアニメーション動画となっており、発達段階に応じた内容としている。
　来年度は新たな動画も活用し、児童等への総合防災教育をさらに推進していく。

　児童等への防火防災教育を推進していく中で、遊具、建築設備、交通機関や日常生活用品等に起
因して発生した日常生活事故事例を基に、これら事故に対する児童等の自らの危険予測及び将来に
わたる危険回避能力を高めるための教育を実施する必要がある。そこで、消防職員や消防団員等が
学校に出向いて実施する体系的な防火防災教育を総合防災教育として教育関係機関と連携して推
進する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　教育機関等と連携して、幼児期から社会人に至るまでの段階に応じた総合防災教育を推進する。あ
らゆる学校行事等の機会を捉え、消防職員や消防団員等が学校などに出向いて防災教育を実施す
る対面指導と地域の実情に応じた、タブレット端末、ビデオ会議システム、校内放送設備等を活用し
た、リモート型の防災教育を合わせた総合防災教育を実施した。
　日常生活の事故事例を基に、児童等の危険予測及び危険回避能力を高めるため、当庁で制作した
デジタル教材を用いて教育を推進した。その活用件数は、小学校低学年編で489件、小学校中学年
編411件、小学校高学年編308件、中学生以上編は670件（令和5年11月末現在の速報値）であった。
　総合防災教育実施件数及び人員（令和5年10月末現在の速報値）は、3,534件、379,476名であっ
た。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　児童等の発達段階に応じた総合防災教育マニュアルやデジタル教材等を活用することにより、対象
に応じた学習を行うことができ、理解を深めることができた。デジタル教材は当庁ホームページに掲載
しているので、学校以外の場所でもいつでも気軽に視聴できる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

児童等に対する防火防災教育



【 番号 】　

（４－２－１６）

【 令和６年度の取組予定 】

〇引き続き、食育・花育教室、市場まつり等を開催し、生鮮食料品流通の基幹的な役割を担う中で豊
富に蓄積されてきた食に関するノウハウ等を提供することで、食育・花育を推進していく。
〇豊洲市場（水産・青果）及び大田市場（青果）に加えて、大田市場の花き部にもせり動画を拡大し、
花き部の見学者コースにおいても子供を含む幅広い世代の都民を対象に市場の魅力を体験できるコ
ンテンツを充実させる。

　コロナ禍を契機とする非接触、非対面に対するニーズを踏まえ、都民や消費者との交流について、リ
モートでの実施やＥコマース、Ｗｅｂの活用などを含めた開催のあり方を、業界団体と検討しながら、実
施していく。
　また、市場まつり、市場見学などの機会に、地域住民等と市場関係者との交流促進を図るとともに、
食や食材に係る体験の提供、情報発信を行う。
　加えて、食育・花育については、小学生からシニア層までセグメントに応じた、幅広い都民に対して
実施していく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇豊洲市場や大田市場の見学者コースに青果のせり等の様子を動画で楽しめるＱＲコードを設置す
るため、撮影等を進めている。
〇食育・花育教室について、令和５年度は開催規模をコロナ禍前と同等規模に拡充するとともに、教
室実施時の様子の写真を公式X（旧Twitter）で掲載するなど、デジタルを活用し、幅広い方に対して、
食育等の推進につながる情報発信を図っている。
　※食育・花育：５市場18回開催（開催予定含む）
〇コロナ禍で開催を中止又は縮小していた市場まつりを５市場で開催するとともに、世田谷市場にお
いてウィンターフラワーフェスタを開催し、地域住民等と市場関係者との交流促進を図っている。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

〇見学者コースへのQRコードを設置し、見学者にせりの動画を視聴してもらうことで、せり時間外にお
いても見学者が卸売場の臨場感を体感できるようになった。
〇コロナ禍で開催を中止又は縮小していた食育・花育教室や市場まつり等の開催やデジタルを活用
した広報活動により、生鮮食料品等に関する知識や市場における安全・安心対策等を知る機会が増
えた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

食育推進活動支援のための情報提供



【 番号 】　

（４－２－１７）

【 令和６年度の取組予定 】

・食育推進団体への支援（区市町村及び食育団体等に食育に関する事業の経費の一部を支援）
（区市町村約40団体、民間団体約15団体）
・食育フェアの開催
（令和６年11月に２日間、代々木公園開催、来場者４万人程度予定）
・とうきょう元気農場の運営（農場の管理及び運営、年４回程度の見学会対応など）

食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯に渡り健全な食生活を実現することにより、心身の健
康の増進と豊かな人間形成に役立つものであるため、幅広い事業を展開している。
　具体的には、区市町村や民間団体が実施する食育推進活動を支援するため、区市町村及び食育
団体等に食育に関する事業の経費の一部を支援するとともに、食育関連団体の参加を募り、食の安
全・安心の普及啓発のために食育フェアを開催している。また、とうきょう元気農場を活用し、地産地消
の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの醸成を図っていく。
　今後も、都民が健全な食生活を実践することを後押しできるよう食育施策を進めていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯に渡り健全な食生活を実現することにより、心身の健
康の増進と豊かな人間形成に役立つものであるため、幅広い事業を展開しており、令和5年度は以下
のとおり行う。
・区市町村や民間団体が実施する食育推進活動を支援するため、区市町村及び食育団体等に食育
に関する事業の経費の一部を支援するとともに、食育関連団体の参加を募り、食の安全・安心の普及
啓発のために食育フェアを開催した（開催日11月11日、12日、延べ５４団体出展、来場者数延べ
28,044人）。
・とうきょう元気農場を活用し、地産地消の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの
醸成を図る。
・都民が健全な食生活を実践することを後押しできるよう食育施策を進める。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

・食の安全・安心の普及啓発
・地産地消の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの醸成
・健全な食生活を実践

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

食育の推進



【 番号 】　

（４－２－１８）

【 令和６年度の取組予定 】

・若者（大学生や新社会人等）やシニア層を対象に、それぞれのライフステージに合わせた家計管理
や資産形成に関する金融セミナーを開催（４回）
・一般都民に向け、ＥＳＧ投資・サステナブルファイナンスの理解促進に向けたセミナーを開催（1回）
・学校や民間企業等へ講師派遣を実施
・50歳以上に向けた人生100年時代をより豊かに過ごすための金融知識の普及啓発

安定的な家計金融資産の形成や金融市場の活性化に向け、（一社）東京国際金融機構への支援を
通じた若者向け金融セミナーの実施等により、都民の金融リテラシーの向上を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

（１）アンバサダーによる情報発信
　「お金」を学ぼう！アンバサダーによるSNS投稿や雑誌タイアップなどを通じて、金融への興味・関心
を喚起。
（２）企業や学校等への講師派遣
　企業や学校等からの依頼を受け、国や金融機関等と連携しながら、金融経済教育に詳しい講師を
都から派遣することで、金融に関する学びの場の創出を促進。（約50件の申込）
（３）若者向け金融セミナー、Tokyo Sustainable Finance Week
　FinCity.Tokyoの知見を活用し、若者の金融リテラシーの向上や、ＥＳＧ投資・サステナブルファイナ
ンスの普及に向けたセミナーやイベントを開催（４回）。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

アンバサダーによる発信により消費者に身近な情報源から金融知識を得るきっかけを得られ、セミ
ナーや講師派遣により具体的に学ぶ機会を得られた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

金融リテラシーの向上



【 番号 】　

（４－３－１）

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

・エシカル消費の認知度向上だけでなく実践につなげるため、エシカル消費とはなにか、なにをすれ
ばよいかの情報をWEBサイトやInstagramで発信し、普及啓発することができた。
・エシカルマルシェや体験ツアーなどの取組を通じ、エシカル消費を体験し、日常での実践・定着に
つなげられる機会を提供した。

【 令和６年度の取組予定 】

「TOKYOエシカル」において、「何がエシカル消費につながるのか」「自分の身近な場所でやれること」
などの情報発信を継続して行うと同時に、未来を担う子供たちに向けた取組、体験の場の創出、エシ
カル消費の認知度向上と行動実践を促す気運醸成企画の３つを軸に、パートナー企業・団体と協働
事業を展開する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　令和４年度に立ち上げた「TOKYOエシカル」を土台に、パートナー企業・団体と連携し、都民を巻き
込みながらムーブメントを育てていく。具体的な取組は以下のとおり。
○都とパートナー企業・団体の連携を強化し、アイデアを集結させるカンファレンスを開催（本会１回、
分科会3回）
○エシカル消費を体験できる機会を提供し、日常での実践・定着につなげるエシカルマルシェを区
部・市部でそれぞれ開催（区部：7月に渋谷で開催、市部3月開催予定）
○子供の頃からエシカル消費に親しみ、当たり前の世代を育成する子供向け企画、エシカル体験ツ
アーを実施
○エシカル消費の実践につなげる情報を専用サイト及びＳＮＳで発信
○新たなパートナー企業・団体の募集

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

【施策名】

エシカル（倫理的）消費の理解の促進

【 施策の概要 】

「人や社会、環境に配慮した消費行動」である「エシカル（倫理的）消費」について、より多くの人に実
践してもらうために、その理念を更に広く都民に普及させるとともに、行動変容を促す一歩進んだ取組
として、行政と民間企業等が共にムーブメントを作っていくネットワークを構築し、都民をエシカル消費
の実践につなげる情報の発信やネットワークを土台にした企業等との協働プロジェクトの展開などを
行っていく。
　併せて、イベントでの普及啓発や講座の開催、リーフレット、動画の作成など、様々な機会やツール
を活用してエシカル消費の理念を広く都民に普及啓発し、理解の促進を図る。



【 番号 】　

（４－３－２）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、東京サーキュラーエコノミー推進センターと連携し、廃プラスチック、食品ロス削減につい
ての相談マッチングや情報発信を実施し、加えて、サーキュラーエコノミーの早期導入に当たる具体
的な取組等への支援を行い、消費者の行動変容を促していく。

　持続可能な資源利用の達成に向け、プラスチック及び食品ロスに係る施策の推進により、資源ロス
削減の推進を図る。
　また、東京都環境公社内に設置した「東京サーキュラーエコノミー推進センター」を循環経済の取組
の輪を回すハブとして都民・事業者からの相談をワンストップで受け付けるとともに、食品ロスや使い捨
てプラスチックの削減に向けた情報発信を行い、加えて、サーキュラーエコノミーの早期導入に当たる
具体的な取組等への支援を行っていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　東京サーキュラーエコノミー推進センターと連携し、廃プラスチック、食品ロス削減についての相談
マッチングや情報発信を実施し、加えて、サーキュラーエコノミーの早期導入に当たる具体的な取組
等への支援を行っている。（相談マッチング:42件）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　事業者が行う廃プラスチックや食品ロス等、資源循環に係る試験的な事業や仕組みづくり等への支
援をとおし、実際、消費者にも事業の取組を体感いただくこと、また、専用ポータルサイトで自治体や
企業の取組の好事例・最新情報等を発信し、資源ロス削減について考えるきっかけを提供した。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

廃プラスチック・食品ロスに係る資源ロス削減の推進



【 番号 】　

（４－３－３）

【 令和６年度の取組予定 】

・令和５年度に続き、「東北３県（岩手・宮城・福島）ふるさと市」を５月（第５回）及び９月（第６回）の年２
回、東京メトロ「銀座駅ふるさとPRイベント会場」等で開催予定。
・広報についても、引き続き被災県産品の魅力や販売イベント等の情報を、都公式X（旧Twitter）や部
HP等で広く発信していく。

　平成24年５月から鉄道事業者、自治体などの様々な団体と連携し、都内各地で福島県産品と観光
への風評払しょくと需要回復に向けた支援を継続的に展開している。
　令和４年度からは、例年実施してきた「福島産直市」の規模を拡充し、岩手県、宮城県を加えた「東
北３県（岩手・宮城・福島）ふるさと市」を開催することで、東北３県の魅力や安全・安心を発信し、風評
被害払拭を強力に促進する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・「東北３県（岩手・宮城・福島）ふるさと市」を９月（第３回）及び１2月（第４回）の年２回、東京メトロ「銀
座駅ふるさとPRイベント会場」等で開催。
・被災県産品の魅力や販売イベント等の情報を、都公式X（旧Twitter）や部HP等で広く発信。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

消費者に、被災県産品に関する適切な情報を提供

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

「ふくしま⇔東京キャンペーン」の展開と被災３県の県産品の消費拡大



【 番号 】　

（４－３－４）

【 令和６年度の取組予定 】

・自主製品販売ショップ「KURUMIRU」の安定運営
・自主製品の魅力を最大限に引き出すための企画（通年を通じて、季節・アイテム別、開店８周年の
フェアを開催）等を通じた商品開発・価値向上
○店舗への出店基準（表示義務等）に関する助言や著作権等権利に関する助言
○販売レポートや説明会等による出品事業所全体の底上げ
○各種イベントへ店舗として出店及びノベルティ等の受注業務

　企業等で働くことが困難な障害者の就労の場である就労継続支援事業所（B型事業所）における、
生産活動等（自主製品生産）により得られる工賃の向上を目的として、展開している。
・自主製品の販路拡大のため、継続的に自主製品をＰＲするとともに、製品を購入できるKURUMIRU」
の常設店舗を平成28年度から３店舗運営し、令和4年度にはネット通販を開始した。
・店舗の安定運営及び認知・集客のため、広報を積極的に行っていくとともに、一般商品に引けを取ら
ない自主製品を揃え、都民にその魅力をアピールするため、商品開発・価値向上を行っていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・自主製品販売ショップ「KURUMIRU」の安定運営
・自主製品の魅力を最大限に引き出すための企画（通年を通じて、季節・アイテム別、開店７周年の
フェアを開催）等を通じた商品開発・価値向上
○店舗への出店基準（表示義務等）に関する助言や著作権等権利に関する助言
○販売レポートや説明会等による出品事業所全体の底上げ
○各種イベントへ店舗として出店及びノベルティ等の受注業務

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　商品の企画・開発等へのサポートにより、自主製品の価値や魅力が向上するとともに、お客様が着
実に定着（常連化）しており、自主製品を購入することが障害者支援やエシカル消費に繋がることな
ど、自主製品や本事業への消費者の理解が進んできている。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

福祉・トライアルショップの展開



【 番号 】　

（４－２－１７）

【 令和６年度の取組予定 】

・食育推進団体への支援（区市町村及び食育団体等に食育に関する事業の経費の一部を支援）
（区市町村約40団体、民間団体約15団体）
・食育フェアの開催
（令和６年11月に２日間、代々木公園開催、来場者４万人程度予定）
・とうきょう元気農場の運営（農場の管理及び運営、年４回程度の見学会対応など）

食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯に渡り健全な食生活を実現することにより、心身の健
康の増進と豊かな人間形成に役立つものであるため、幅広い事業を展開している。
　具体的には、区市町村や民間団体が実施する食育推進活動を支援するため、区市町村及び食育
団体等に食育に関する事業の経費の一部を支援するとともに、食育関連団体の参加を募り、食の安
全・安心の普及啓発のために食育フェアを開催している。また、とうきょう元気農場を活用し、地産地消
の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの醸成を図っていく。
　今後も、都民が健全な食生活を実践することを後押しできるよう食育施策を進めていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯に渡り健全な食生活を実現することにより、心身の健
康の増進と豊かな人間形成に役立つものであるため、幅広い事業を展開しており、令和5年度は以下
のとおり行う。
・区市町村や民間団体が実施する食育推進活動を支援するため、区市町村及び食育団体等に食育
に関する事業の経費の一部を支援するとともに、食育関連団体の参加を募り、食の安全・安心の普及
啓発のために食育フェアを開催した（開催日11月11日、12日、延べ５４団体出展、来場者数延べ
28,044人）。
・とうきょう元気農場を活用し、地産地消の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの
醸成を図る。
・都民が健全な食生活を実践することを後押しできるよう食育施策を進める。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

・食の安全・安心の普及啓発
・地産地消の一層の促進や農業への理解、生産者への感謝の気持ちの醸成
・健全な食生活を実践

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（２）急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育の推進

【施策名】

食育の推進



【 番号 】　

（４－３－６）

【 令和６年度の取組予定 】

・ＶＯＣの夏季対策において、一般消費者向けに「ＶＯＣ対策セミナー」として動画配信を実施。
・区の環境イベントに出展。
・「身近な低VOC製品の選び方ガイドブック」を、各イベントで配布。
・環境配慮商品の情報を、消費者に発信する取組推進。
・都民が大気環境に対する興味・関心を持つよう、SNS等を活用した呼びかけやイベントを実施。

　PM2.5や光化学オキシダントなどの大気環境への関心は高まっているものの、その原因物質である
VOCについて身近な生活環境での排出抑制策はあまり浸透していない。このため、一般家庭、オフィ
ス等の暮らしに身近な生活用品について、小売店と連携して販売現場における低VOC製品の見える
化を実施するなど、低VOC商品の選択促進等に取り組んでいく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇ガイドブック配布やWebコンテンツ等による周知を継続するとともに、関係する各種団体と連携した
周知活動を強化している。
〇低VOC製品に関する一般都民向けのセミナー等を開催している。
〇区市町村主催の環境イベントへの出展等により、ＶＯＣの説明と対策の必要性について周知を進め
ている。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

・一般消費者においては、VOCという用語に馴染みがない方が多いことから、イベントやガイドブック
等での周知を通して、身近な生活環境でのVOCについて認識する機会となる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

身近な生活環境でのVOC（揮発性有機化合物）対策



【 番号 】　

（４－３－７）

【 令和６年度の取組予定 】

〇民間との連携による環境学習の推進
・都とセブン－イレブン記念財団と協働で実施する自然環境保全・環境体験学習事業について、参加
者のニーズに合ったプログラムを検討し、内容の充実を図るなど、取組を推進

〇生態系に配慮した緑化の推進
・引き続き、「植栽時における在来種選定ガイドライン」や「江戸のみどり登録緑地」制度等を活用し
て、事業者等に周知を図り、生物多様性に配慮した緑化を推進していく。

　健全な生態系は、生きものの生存基盤であるほか、人々の暮らしに必要な資源の供給源でもある。
また、潤いや安らぎを与えるだけでなく、防災・減災や暑熱環境の緩和にも寄与し、その役割は多様
かつ重要なものである。一方で、東京に暮らす人々の生活や東京で行われる経済活動は、都内外の
生物資源に大きく依存している。こうした状況を踏まえ、東京で消費行動や経済活動を行うあらゆる主
体が、生物多様性の価値と重要性を認識し、自らの行動を生物多様性に配慮・貢献するものへと転換
していくことが重要である。
　そこで、より多くの都民に対して、生物多様性に配慮・貢献する行動を促すため、様々な機会を捉え
て生物多様性に関する普及啓発を行っていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇民間との連携による環境学習の推進
・都とセブン－イレブン記念財団と協働で実施する自然環境保全・環境体験学習事業について、参加
者のニーズに合ったプログラムを検討し、内容の充実を図るなど、取組を推進（参加人数：4,095名
（2023年11月末時点））
〇生態系に配慮した緑化の推進
・「植栽時における在来種選定ガイドライン」や「江戸のみどり登録緑地」制度等を活用して、事業者等
に周知を図り、生物多様性に配慮した緑化を推進
〇生物多様性地域戦略の改定
2023年４月に改定した東京都生物多様性地域戦略に基づき、生物多様性の「保全と回復」、「持続可
能な利用」、「価値認識と行動変容」に関する普及啓発を実施

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

 都民が参加できる環境学習等の実施により、生物多様性に関する普及啓発が図られている。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

生物多様性の普及啓発



【 番号 】　

（４－３－８）

【 令和６年度の取組予定 】

　小学校教員向け環境教育研修会や都民を対象としたテーマ別環境学習講座を実施するとともに、
環境への理解向上に資する環境学習動画の制作、特設ホームページによる情報発信など、引き続
き、環境学習の推進に取り組む。

　東京は、ヒト・モノ・カネ・情報が行き交う、グローバル経済の主要なハブの一つでありエネルギーや
食料など多くの資源を消費することから、都民一人ひとりの生活様式や企業の経済活動が、地球温暖
化の進行や生物多様性の損失に大きく影響している。
　地球温暖化や生物多様性等に関する問題解決に向けて、自ら気付き、考え、行動する次世代を担
う子供たちの育成を図るため、都内全ての児童がより充実した環境教育を受けられるよう小学校教員
を対象に環境教育研修会を実施する。
　また、都民向けの環境学習講座の実施や環境学習動画の配信、特設ホームページの運営を通じ
て、環境問題への理解を深めるとともに、社会のあらゆる場面における自発的な環境配慮行動を促進
する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇私立を含む都内小学校の教員等への実践的な環境教育の研修を行い、教科横断的かつ総合的
に、環境に関する授業を実践できる人材を養成するため、小学校教員向け環境教育研修会を実施し
た。（オンラインと対面のハイブリッド開催３回、オンライン開催２回）
〇都民が自発的に環境に配慮した行動を取れるよう、都民の環境問題へ理解を深めることを目的に
テーマ別環境学習講座を実施した。（オンライン開催１回、対面開催２回）
〇環境学習総合ポータルサイトへの情報掲載や、環境学習動画の制作など、都民が場所と時間を選
ばず環境学習ができる環境の充実を図った。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

 　（公財）東京都環境公社と連携した環境学習事業（教員向け環境教育研修会、都民向け環境学習
講座等）の実施により、環境問題への理解が深まり、社会のあらゆる場面における自主的な環境配慮
行動の促進が図られた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

環境学習の推進



【 番号 】　

（４－３－９）

【 令和６年度の取組予定 】

　都庁各組織によるグリーン購入の推進に向け、説明会の実施や資料配布、HP上の情報発信によ
り、一層の周知を図る。

　地球温暖化抑制や廃棄物の減量・リサイクル、生物多様性の保全と持続的な利用の観点から、環境
負荷の小さい製品やサービスを優先的に選択し、その市場形成を促進させることが重要である。
　都自らもグリーン購入を推進することにより、環境配慮型製品の市場を拡大し、製造者等の製品の開
発や供給における環境負荷の低減に向けた取組を支援するとともに、都民や事業者によるグリーン購
入を更に喚起し、持続可能な社会の実現に寄与する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　グリーン購入に係る説明会の実施や資料配布、HP上の情報発信により、一層の周知を図った。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　グリーン購入の推進により環境配慮型市場への移行を図ることで、消費者がこれまで以上に環境配
慮型製品を購入することが可能となる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

環境問題に配慮する消費者行動促進支援



【 番号 】　

（４－３－１０）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、「家庭のゼロエミッション行動推進事業」等を通じて省エネラベリング制度を都民へ周知す
ることで、消費者の省エネ型家電製品に対する選択を促し、省エネ製品の普及拡大と技術開発を促
進する。

　販売店で、家電製品の省エネ性能の違いが一目でわかる省エネラベルを表示することで、消費者の
省エネ型家電製品に対する選択を促し、省エネ製品の普及拡大と技術開発を促進する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　「家庭のゼロエミッション行動推進事業」等を通じて省エネラベリング制度を都民へ周知することで、
消費者の省エネ型家電製品に対する選択を促し、省エネ製品の普及拡大と技術開発を促進してい
る。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　省エネラベリング制度の認知度が高まることで、消費者自らが家電の購入や買替時により省エネ性
能が高い機器を選択するきっかけに繋がる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

省エネラベリング制度



【 番号 】　

（４－３－１１）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、全庁的な推進体制のもと、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を徹底し適応策を推進する。ま
た、東京都気候変動適応センターと連携し、気候変動の影響や適応等に関する情報の収集、整理、
分析及び提供等を行っていく。

　気候変動の影響が深刻化する中、温室効果ガスの排出を削減する「緩和策」を確実に進めるととも
に、なお残る気候変動の影響を回避・軽減する「適応策」にも取り組むことが重要である。
　このことから、東京都気候変動適応計画に基づき、全庁的な推進体制のもと、各局と連携した適応
策を推進する。また、東京都気候変動適応センターと連携し、気候変動の影響や適応等に関する情
報収集、整理及び分析とともに、区市町村や都民等への情報提供等を行う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　全庁的な推進体制のもと、PDCAサイクルによる進行管理を徹底し、各局と連携した適応策を強力に
推進していく。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

  国や都が提供する情報を活用し、気候変動の影響への理解を深め、影響に関する情報を自ら収集
するなどして、その影響に対処できる契機となる。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

気候変動適応策の推進



【 番号 】　

（４－３－１２）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、多様な媒体を活用し、積極的な広報展開を実施していく。

　ホームページなど多様なメディアを活用し、ターゲットに応じた媒体によるＰＲ展開をすることにより、
都民の環境配慮の意識向上や行動の実践を促進する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

○インターネット（SNS等）の活用
・ホームページを活用し、最新の情報発信を積極的に行うとともに、X（約500件投稿）やFacebook（約
300件投稿）、各種動画、デジタルメディアプレスリリース、デジタルサイネージ、インターネット広告等
を活用した広報展開も実施
・環境局のホームページ管理システムを政策企画局が主導する新たなシステムへ更新中
・熱中症対策と節電の取組を普及啓発するため、ＴＯＫＹＯクールシェアページ作成
・各部のSNSアカウントについてKPIを定め、達成状況について定期的に確認・報告
・機械翻訳によるホームページの多言語化対応を継続して実施
・GoogleAnalytics有償版を活用し、さらに詳細なアクセス分析を実施
〇HTT ＜電力をHへらす・Tつくる・Tためる＞取組の推進
・特設サイトを開設し、電力の安定確保を図るための、「電力をHへらす・Tつくる・Tためる」取組やＰＲ
ツールを発信するとともに、でんき予報「東京エリア使用率」にて電力のひっ迫情報をリアルタイムに発
信
・夏期のHTTの取組の一環として、クールシェア施設の情報を発信
・環境省の進める「デコ活」の取組を率先して実施していくため、HP、SNS、イベント等での発信を強化
○印刷物等の活用
・「広報東京都」に環境施策に関する解説記事や特集記事を適宜掲載。オンラインイベント等の告知
記事を開催時期に合わせ掲載
・２３区の小学校で配布しているエコチル（こども環境情報紙）にイベント情報などを掲載
○パブリシティの活用
・報道機関へ積極的にプレス発表を実施（約183（11月末時点）件）

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　多様な媒体を活用し情報発信することで、都の環境施策がより多くの方の目に触れやすくなり、制度
の利用やオンライン出展イベント等への参加など、一層の理解や行動変容に繋がっている。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

新たな環境施策を推進するための広報展開



【 番号 】　

（４－３－１３）

【 令和６年度の取組予定 】

〇引き続き、都内に事業所等を有する法人又は個人に対して、電気自動車、プラグインハイブリッド自
動車、燃料電池自動車・バス、電動バイク等の購入補助を実施し、普及拡大を図る。
〇タクシー事業者等を対象に、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車のタクシー車両及び環境
性能の高いユニバーサルデザインのタクシー車両の導入費用の一部補助を行う。
〇水素ステーションや充電器等のインフラ整備を拡大していく。

　走行時にCO₂を排出しないZEV（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車）の
普及拡大を図るとともに、環境性能が高く、誰もが利用しやすいユニバーサルデザインタクシーの導
入を促進する。また、EV充電器や水素ステーションなどZEVの普及に欠かせないインフラの整備促進
を図る。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

・都内に事業所等を有する法人又は個人に対する、電気自動車・バス・トラック、プラグインハイブリッド
自動車・バス・トラック、燃料電池自動車・バス、電動バイク等の購入補助については、国との連携及び
補助額・規模を拡大して実施する。また、タクシー事業者等を対象に、電気自動車、プラグインハイブ
リッド自動車のタクシー車両及び環境性能の高いユニバーサルデザインのタクシー車両の導入費用
の補助を行った。
・EV充電器の導入費等の補助を実施
（ZEV車両導入へのインセンティブを充実するほか、EVトラックを補助対象に追加）
・事業者等へのFCバス・FCトラック・FCフォークリフトの導入を促進
・ごみ収集車などの事業用水素モビリティの実装支援
・大型FCモビリティなどに対応が可能となるよう既存の水素ステーションに対する増設・改修の補助を
拡充

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　補助事業等を通じて、ＣＯ２やＮＯx等の削減などの環境面のメリットや、税制優遇・燃費改善などの
経済的メリットなど、次世代自動車等の有用性を消費者が理解し、環境により良い車の導入を促進し
た。また、ZEVの購入支援を通じて、エンジン車と同等の価格での購入を実現し、環境により良いZEV
の普及促進に貢献した。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

ゼロエミッションモビリティの普及促進



【 番号 】　

（４－３－１４）

【 令和６年度の取組予定 】

・九都県市の連携によるエコドライブ講習会の実施
　ＪＡＦ、各都県の自動車教習所協会等の協力を得て、年2回、各都県同時期に講習会を実施
・事業者等がエコドライブに取り組む環境を整備するために、研修等で活用できる教材を配布
・広報東京都、デジタルサイネージ、トレインチャンネル等での広報活動

　自動車に起因するＣＯ２排出量を削減するためには、誰もが手軽に行えてＣＯ２削減に即効性のあ
るエコドライブの普及啓発を一層進める必要がある。
　今後、エコドライブの取組が一層社会に定着するよう、イベントや講習会を通した普及啓発活動を行
う。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇九都県市の連携によるエコドライブ普及活動に関するラジオ放送広告を９月に、トレインチャンネル
広告を10月に実施した。
〇事業者等がエコドライブに取り組む環境を整備するために、研修等で活用できる教材を配布した。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　これまでの九都県市エコドライブ講習会参加者の運転結果では、平均燃費が2割程度改善された。
また、アンケートにおいて、参加者の多くは、エコドライブが燃費改善・事故防止に有効であることや、
経済的であることを実感し、継続的にエコドライブを実践したいと回答している。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

エコドライブ推進のための普及啓発



【 番号 】　

（４－３－１５）

【 令和６年度の取組予定 】

　自転車シェアリングの普及促進に向けたＰＲ及びポート用地共同利用検証事業の検証等を実施す
る。

　環境交通実現に向けた都民の行動転換を促進するため、地域・業界の特性に応じた自動車走行量
抑制策や自転車・公共交通機関の利用促進策等を検討・展開することで、大気環境の改善・ＣＯ２の
削減を目指した持続可能な自動車交通対策を行っていく。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　利用エリアの拡大に向けた事業者間の連携の推進やサイクルポートの拡充等に取り組み、区市町
村が実施する自転車シェアリングの更なる利便性向上を図った。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　自転車シェアリング実施自治体の増加やサイクルポートの拡充等により、自転車シェアリングの普及
促進・利便性能向上を図った。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

環境にやさしい交通施策の推進



【 番号 】　

（４－３－１６）

【 令和６年度の取組予定 】

〇申請状況等を踏まえ、東京ゼロエミ住宅の基準の見直しを実施し、より環境性能の高い住宅の普及
促進を図る。
〇引き続き、省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡大を促進す
るため、高断熱窓・ドア等、住宅の断熱改修や、蓄電池、V2H、太陽光発電設備、太陽熱・地中熱利
用システムなどに係る導入等支援を行う。

　東京の地域特性を踏まえた断熱・省エネ性能の高い住宅を普及させるため、都内において「東京ゼ
ロエミ住宅」※基準を満たす住宅を新築する建築主に対して、その経費の一部を助成すること等によ
り、家庭におけるエネルギー消費量の低減を推進する。
　　また、省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡大を促進するた
め、高断熱窓・ドアへの改修や、蓄電池及びV2Hの設置に対して補助を行うとともに、併せて太陽光
発電設備を設置する場合に上乗せして補助を行う。
　※都独自に定めた、高い断熱性能の断熱材や窓を用いたり、省エネ性能の高い照明やエアコンな
どを取り入れた都独自の住宅

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇東京ゼロエミ住宅の新築に対する助成及び広報を継続して実施し、その普及促進を図る。令和５年
度においては、機能性PVへの上乗せ補助等を実施している。
〇省エネ性に優れ、災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡大を促進するため、高
断熱化・高効率機器の導入、太陽光発電設備の単独導入、機能性PVの上乗せ補助を実施する。
〇令和４年度に引き続き、省エネ性に優れ、災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡
大を促進するため、高断熱窓・ドアへの改修や、蓄電池及びV2H等の設置に対して補助を実施すると
ともに、令和５年度からは断熱材の設置、太陽光発電設備の単独導入、機能性PVの上乗せ補助等、
支援の強化を図っている。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

〇高断熱窓・ドア等の改修や太陽光発電設備等の設置を行う際の費用負担が軽減されることで、住
宅の省エネ改修や再エネ設備の導入が促進された。
〇東京ゼロエミ住宅申請件数：8,460件（水準１～３）

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

ゼロエミッション住宅の普及促進



【 番号 】　

（４－３－１７）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、家庭の省エネ行動を促すため、より省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫若しくは給湯器又
はLED照明器具に買い替えた都民に対し、東京ゼロエミポイントを付与し、ポイント数に応じた商品券
等を交付するとともに省エネアドバイスを行う「家庭のゼロエミッション行動推進事業」を実施する。

　より省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫若しくは給湯器又はLED照明器具に買い替えた都民に対
し、商品券等に交換可能な「東京ゼロエミポイント」を付与するとともに省エネアドバイスを実施する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　令和4年度に引き続き、家庭の省エネ行動を促すため、より省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫若し
くは給湯器又はLED照明器具に買い替えた都民に対し、東京ゼロエミポイントを付与し、ポイント数に
応じた商品券等を交付するとともに省エネアドバイスを行う「家庭のゼロエミッション行動推進事業」を
実施している。
　なお、令和５年４月以降は、付与ポイント数を約２割アップし、更なる買替の促進を図っている。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　省エネとなる家電等の買い替えや、省エネアドバイス等を通じた省エネ・節電対策の手法や経済的
メリット等の情報提供により、消費者自らによる省エネ行動が促進された。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

家庭の省エネ・節電促進



【 番号 】　

（４－３－１８）

【 令和６年度の取組予定 】

　引き続き、家庭における再エネ設備の導入促進に向け、「太陽光発電及び蓄電池グループ購入促
進事業」を実施し、太陽光発電設備等の設置に係る都民の負担軽減を図る。

 スケールメリットを生かし、都民が通常より安い価格で太陽光発電設備等を購入できる仕組みを構築
する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

　太陽光発電設備及び蓄電池の導入に係る都民の負担を軽減するため、都と協定を締結する事業者
が購入希望者を募集し、共同購入によるスケールメリットにより購入価格の低減を可能とする「太陽光
発電及び蓄電池グループ購入促進事業」を実施している。

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

　市場想定価格より安価でかつ施工品質が確保された太陽光発電設備等を購入できる仕組みを都民
に提供し、設置費用の負担軽減を図ることで、家庭における再エネ設備の導入が促進された。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

家庭における再生可能エネルギーの普及促進



【 番号 】　

（４－３－１９）

【 令和６年度の取組予定 】

・一般都民に向け、ＥＳＧ投資・サステナブルファイナンスの理解促進に向けたセミナーを開催（1回）
・国内外の金融機関等を対象に、サステナブルファイナンスの観点から新たな産業・社会構造への転
換を促すフォーラムを開催（1回）
・国内中堅・中小企業を対象に、サステナビリティ経営促進に向けたイベントを開催（1回）

　（一社）東京国際金融機構への支援を通じて、「Tokyo Sustainable Finance Week」における都民向
け金融セミナーの開催によるサステナブルファイナンスへの理解向上等を実現する。

【 令和５年度の取組状況 】令和５年１１月末現在

〇若者向け金融セミナー、Tokyo Sustainable Finance Week
　FinCity.Tokyoの知見を活用し、若者の金融リテラシーの向上や、ＥＳＧ投資・サステナブルファイナ
ンスの普及に向けたセミナーやイベントを開催（４回）。（再掲）
〇今年度は日本初開催のPRI in Personや国のJapan Weeksと連携したほか、中堅・中小企業のサス
テナビリティ経営への転換を支援するためのイベントを開催

【 「消費者の視点」から見た、取組による成果 】

セミナーを通じて、ＥＳＧ投資・サステナブルファイナンスの具体的な内容、消費者自身が具体的に行
動する際の知識を得られた。

【 施策の概要 】

「東京都消費生活基本計画」
令和５年度取組実績・令和６年度取組予定　調査票

政策４　消費者教育の推進と持続可能な消費の普及

（３）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進

【施策名】

サステナブルファイナンスへの理解向上


